
様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010010

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

8 保育所
12 教育委員会教育振興課

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・歯科健康診査、健康相談の実 ・歯科健康診査、健康相談の実 ・歯科健康診査、健康相談の実施・歯科健康診査、健康相談の実
【乳児、幼児、妊婦、成人（高齢
者）等】

【乳児、幼児、妊婦、成人（高齢
者）等】

【乳児、幼児、妊婦、成人（高齢者）等】【乳児、幼児、妊婦、成人（高齢
者）等】

・未就学児フッ素塗布実施 ・未就学児フッ素塗布実施 ・未就学児フッ素塗布実施 ・未就学児フッ素塗布実施 ・未就学児フッ素塗布実施
・各小学校、中学校歯磨き教室
実施

・各小学校、中学校歯磨き教室
実施

・各小学校、中学校歯磨き教室実施・各小学校、中学校歯磨き教室
実施

4,500 900 900 900
0
0
0
0

4,500 900 900 900
658 658 0 0

0
0
0
0

658 658
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・歯科健康診査、健康相談
54回　537人

・フッ素塗布事業　6回　271人
【評　価　・　実　績】 ・歯磨き教室　4回　203人

・健康講話　1回　26人

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 3歳児むし歯のない児全道平均以上 3歳児むし歯のない児全道平均以上 3歳児むし歯のない児全道平均以上
年 度 達 成 率 73% 0% 0%
全 体 達 成 率 15% 15% 15%
備　　 考 　　欄

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 疾病の予防と健康の増進

事 業 名 歯科保健事業

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 3歳児健診時のむし歯のない子どもの率
事業目標 全道平均以上
町民参加

有 町民自身がむし歯予防や歯周病予防への取組みができる
歯科口腔保健の推進に関する法律、母子保健法、健康増進法

町民協働 雄武町健康増進計画（健康おうむ２１）

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 900 900

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源 900 900

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

（実施内容等）

0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

15%
（継続有り）

第５期計画からの継続 3歳児むし歯のない児全道平均以上 3歳児むし歯のない児全道平均以上
（継続有り）

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

後期計画への継続 15%
0%

・生涯にわたり咀嚼、嚥下機能の維持、増進を目
的に各種事業を実施する。

・歯科健康診査、健康相談の実施
【乳児、幼児、妊婦、成人（高齢
者）等】

・各小学校、中学校歯磨き教室
実施

・むし歯、歯周疾患予防健康講
話実施

・むし歯、歯周疾患予防健康講
話実施

・むし歯、歯周疾患予防健康講
話実施

・むし歯、歯周疾患予防健康講
話実施

・むし歯、歯周疾患予防健康講
話実施



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 73.1 ％
実　　績　　値 80.6 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 946 人
実　　績　　値 1037 人

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 歯科保健事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

３歳児健診時むし歯のない子どもの率

【抱える課題やニーズは】
消化器の一部である歯科、口腔機能の維持向上が健康生活には重要であるため、町民の
認知度を高める必要がある。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

３歳児健診時むし歯のない
子どもの率（平成25年全道
平均比）【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
むし歯や歯周疾患の発症予防ができる。 達　　成　　度 110.3 ％

歯科保健関連事業参加者
数（前年比）

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

生涯を通じておいしく食事を摂り、健康的な生活ができる町民が増える。
達　　成　　度 109.6 ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

歯科保健指導の実施
乳幼児健診、成人集団健診等各事業時に歯科医師、歯科衛生士から口腔衛生について知識やう歯の具体的予防方法の講話、個別
指導の実施

フッ素化合物塗布事業 未就学児に対するフッ素化合物塗布事業の実施

歯みがき教室の実施 町内全小学校等との連携により、口腔ケア方法等の講話の実施。各老人クラブ等でも口腔ケアについて講話を実施

必要 義務的なもの 歯科口腔保健の推進に関する法律、母子保健法、健康増進法等
で市町村歯科保健事業は必須である。

町長評価（三次評価）

Ａ
当該年度は目標を達成でき
た。また、成人や妊娠期を対
象に歯科健診や相談の機会
を設け各種事業で口腔ケア
の必要性を伝えることができ
た。

有効
設定した目標値の達成状況 年度によるバラつきはあるものの、当該年度はむし歯の無い児童

の割合が目標値を上回った。妊娠期からの口腔ケアの必要性
や、集団健診等での歯科保健指導の機会の充実が重要であり、
今後も継続する必要がある。

効率的
判断の理由 乳幼児健康診査や保育所事業、老人クラブ等各事業と合わせて

歯科保健事業を行うことで、効率化を図った。

継続／現状維持

公平
判断の理由 歯科保健すべての受益者負担はない。各年代への取組みや広

報、ホームページでの周知等により公平に対応している。
歯科保健は健康的な生活に
重要な役割を持つため、現
状の事業を継続し、町民の
口腔衛生の向上に努める。



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010020

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

8 保育所
12 教育委員会教育振興課

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

460 80 80 100
0
0
0
0

460 80 80 100
37 37 0 0
0
0
0

10 10
27 27

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・個別相談　456人
・乳幼児、児童、生徒対象食育事業　

278人
【評　価　・　実　績】 ・成人、老人クラブ等栄養講話

127人
計861人

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 前年度対比増 前年度対比増 前年度対比増
年 度 達 成 率 46% 0% 0%
全 体 達 成 率 8% 8% 8%
備　　 考 　　欄

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

後期計画への継続 8%
0%

（継続有り）

第５期計画からの継続 前年度対比増 前年度対比増
（継続有り）

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

8%
0%

（実施内容等）

学生実習生受入謝金

地　 方 　債
そ 　の 　他

100

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

地　 方 　債
そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 100 100

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 前年度対比増
町民参加

有 町民自らが健康的な食生活への取組みができる
食育基本法、母子保健法、健康増進法

町民協働 雄武町健康増進計画（健康おうむ２１）

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 食育関連事業参加者数の増

事 業 名 食育推進事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 疾病の予防と健康の増進

･生涯にわたり、楽しく、おいしく、感謝の念を持っ
て食事を摂ることができるような事業を実施する。

・各種健診、相談場面での健康
講話実施

・各種健診、相談場面での健康
講話実施

・各種健診、相談場面での健康
講話実施

・各種健診、相談場面での健康
講話実施

・各種健診、相談場面での健康
講話実施

･乳幼児期から成人、高齢期まで食事をとおして、
健康増進、生活習慣病の予防ができ、生活の質
が向上できるような事業を実施する。

・各種健診、相談場面での個別
相談の実施

・各種健診、相談場面での個別
相談の実施

・各種健診、相談場面での個別
相談の実施

・各種健診、相談場面での個別
相談の実施

・各種健診、相談場面での個別
相談の実施

・保育所、小中学校等での食育
教育実施

・保育所、小中学校等での食育
教育実施

・保育所、小中学校等での食育
教育実施

・保育所、小中学校等での食育
教育実施

・保育所、小中学校等での食育
教育実施

・一般町民、老人クラブ等での
健康食教室、調理実習等実施

・一般町民、老人クラブ等での
健康食教室、調理実習等実施

・一般町民、老人クラブ等での健
康食教室、調理実習等実施

・一般町民、老人クラブ等での
健康食教室、調理実習等実施

・一般町民、老人クラブ等での健
康食教室、調理実習等実施

・町内栄養、学校保健関係者連
絡会議の開催

・町内栄養、学校保健関係者連
絡会議の開催

・町内栄養、学校保健関係者連
絡会議の開催

・町内栄養、学校保健関係者連
絡会議の開催

・町内栄養、学校保健関係者連
絡会議の開催

食育計画策定（健康おうむ２１と
一体化）

一 般 財 源 100

一 般 財 源



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 699 人
実　　績　　値 861 人

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値
実　　績　　値

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

妊娠期等特に食生活が重要
である時期の個別対応が増
加し、個別性に配慮した対応
ができた。

必要 義務的なもの

公平
判断の理由 成人対象の調理実習は実費負担を徴収したが、その他の事業は

受益者負担なし。乳幼児期から学童期とその保護者、成人期、高
齢者等幅広く公平に事業を行った。

食生活は健康増進、生活習
慣病予防や悪化防止のため
に大切な個人単位の行為で
あることから、今後も個別性
に留意しながら、あらゆる世
代に一貫した事業を推進し
ていく。

有効
設定した目標値の達成状況 個別相談件数は増加。食生活は個別性が高いため、今後もきめ

細やかな事業展開が必要である。

効率的
判断の理由 食材や食品モデルの活用等により、コスト削減及び説明等の効率

性を上げた。

食育基本法、健康増進法等各種法律で栄養改善、食育推進は市
町村として必要な事業である。

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

個別栄養相談の実施 妊婦個別支援や乳幼児健診、家庭訪問等により町民各自の食生活状況を把握しながら個別相談を実施

食育に関する健康学習の実施 乳幼児相談、保育所児童を対象とした食育講話、成人・高齢者対象の栄養改善教室、調理実習等集団支援の実施

生活習慣病等の予防と合わせて、楽しみや潤いがある町の特産物を活用した食生活を実
現することができる。

達　　成　　度 123.2 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

生活習慣病等の予防や食生活の充実により、生活の質（QOL）の向上が実践できる町民
が増える。

達　　成　　度 #DIV/0! ％

【誰、何が（対象）】 町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

食育関連事業参加者数

【抱える課題やニーズは】 食事を通じた生活様式の多様化が健康課題に大きな影響を与える可能性がある。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

食育関連事業参加者数（前
年度対比）

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

事 業 名 食育推進事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010030

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

14 国保病院・老健施設
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・一般健康診査実施 ・一般健康診査実施 ・一般健康診査実施 ・一般健康診査実施 ・一般健康診査実施

･肝炎検診 ･肝炎検診 ･肝炎検診 ･肝炎検診 ･肝炎検診

・各地域、職域など健康教育実 ・各地域、職域など健康教育実 ・各地域、職域など健康教育実
・個別、集団健康相談実施 ・個別、集団健康相談実施 ・個別、集団健康相談実施 ・個別、集団健康相談実施 ・個別、集団健康相談実施
・健康意識普及啓発 ・健康意識普及啓発 ・健康意識普及啓発 ・健康意識普及啓発 ・健康意識普及啓発

8,700 1,740 1,740 1,740
0

1,750 350 350 350
0

450 90 90 90
6,500 1,300 1,300 1,300

995 995 0 0
0

367 367
0

47 47
581 581

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・健康ファイル交付数　67件
・一般健康診査、保健指導　延303名

・肝炎検診　30名
【評　価　・　実　績】 ・健康相談、健康教育　延522名

・訪問指導　延110件

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ｂ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 前年度対比の増、受診率向上 前年度対比の増、受診率向上 前年度対比の増、受診率向上前年度対比の増、受診率向上前年度対比の増、受診率向上
年 度 達 成 率 57% 0% 0%
全 体 達 成 率 11% 11% 11%
備　　 考 　　欄

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

後期計画への継続 11%
0%

11%
（継続有り）

第５期計画からの継続 前年度対比の増、受診率向上
（継続有り） 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

健（検）診受診者個人負担金

一 般 財 源
（実施内容等）

健康増進事業道補助金

地　 方 　債
そ 　の 　他

1,300

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

350
地　 方 　債
そ 　の 　他 90 90

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 1,740 1,740

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金 350

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

健康増進計画評価実施

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 前年度対比の増、受診率向上
町民参加

有 町民自身による健康習慣改善への取組みができる
健康増進法、高齢者の医療を確保する法律等

町民協働 雄武町健康増進計画（健康おうむ２１）、雄武町国民健康保険特定健診等実施計画

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 健康相談等保健事業参加数、受診率

事 業 名 地域保健予防事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策 疾病の予防と健康の増進

・各種健康診査や健康教育等を通じ疾病予防、健
康増進を目指す。 【特定健康診査対象外者で20歳

以上の町民】
【特定健康診査対象外者で20歳
以上の町民】

【特定健康診査対象外者で20歳
以上の町民】

【特定健康診査対象外者で20歳
以上の町民】

【特定健康診査対象外者で20歳
以上の町民】・重症化予防に向けた個別支援（ハイリスクアプ

ローチ）と全町民対象にした一般健康意識普及
（ポピュレーションアプローチ）を実施する。

【40歳以上で過去にウイルス検
査を受けたことがない町民】

【40歳以上で過去にウイルス検
査を受けたことがない町民】

【40歳以上で過去にウイルス検
査を受けたことがない町民】

【40歳以上で過去にウイルス検
査を受けたことがない町民】

【40歳以上で過去にウイルス検
査を受けたことがない町民】

・各地域、職域など健康教育実 ・各地域、職域など健康教育実

一 般 財 源 1,300



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 821 名
実　　績　　値 522 名

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 7.5 ％
実　　績　　値 7.6 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 無料クーポン券対象者以外には健診受診者への受益者負担を求

めている。事業実施については、広報、ホームページ、新聞折込
等で広く公平に周知している。また、健康教育については、要請、
要望に併せて公平に対応している。

生活習慣病は増加傾向であ
ることから、若年層からの健
康的な生活習慣の確立を目
指し、町民の健康を守ること
が重要である。

業務内容の見直しにより一部
事業の縮小を行ったが、町民
の健康増進や生活習慣病予
防は今後も重要であり、健診
結果等を通じての個別支援や
健康教育を通じてのポピュ
レーションアプローチ等、対象
と方法の工夫が必要である。

課題あり
設定した目標値の達成状況 健康教育希望団体の減少、健康教育等の一部縮小により実施数が減少してい

るが、20歳健診の受診勧奨に対して数件反応があり受診につながるなどの結果
となった。健康教育ではテーマの連続性など積み重ねを意識し、各集団の健康レ
ベルのベースアップを図っていく工夫が必要である。

効率的
判断の理由 委託機関の協力も得ながら、各種健診の周知、申込受付、結果

作成等を一体的に実施し、事務作業の効率化を図った。

必要 義務的なもの
高齢者の医療の確保に関する法律、健康増進法により40歳以上の対象者への
健診・肝炎検診の実施、保健指導の実施が義務付けられている。40歳未満の者
に対する健診等の実施は、若年者でも代謝異常を来たしているケースも多く、生
活習慣病の発症予防・早期発見のため重要である。

町長評価（三次評価）

Ｂ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

一般健康診査及び肝炎検診の実施
特定健診対象者以外の対象者（20～39歳の全町民、生活保護受給者等医療保険非加入者）への健康診査及び40歳以上の肝炎検査
未受診者への肝炎検診実施。

健康相談、健康教育の実施 全町民を対象とする健康相談（訪問、来所、電話、Email等）の実施。職域・地域等多様な集団に対する健康教育の実施。

健康手帳の交付・活用
個人の健診結果や医療機関受診結果等健康情報を整理・管理するための個人ファイルの交付。健康手帳・個人ファイルの活用方法
についての情報提供。

生活習慣病の発症予防、重症化予防ができる。 達　　成　　度 63.6 ％

一般健診受診率（前年度対
比）

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

生活習慣病による健康課題、生活障害を予防し、健康的に生活できる町民が増える。
達　　成　　度 101.3 ％

【誰、何が（対象）】 20歳以上の町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

健康相談等保健事業参加数、受診率

【抱える課題やニーズは】
社会背景として、生活様式や食事形態等の変容により生活習慣病のリスクが高い状況が
ある。高血圧症や糖尿病等は医療費等社会保障費の増大につながり、基礎疾患の重症化
による脳・心・腎疾患の発症は町民の健康寿命やＱＯＬに大きくかかわる課題である。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

健康相談等保健事業参加
数（前年度対比）

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

事 業 名 地域保健予防事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010040

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

14 国保病院・老健施設
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・がん検診実施 ・がん検診実施 ・がん検診実施 ・がん検診実施 ・がん検診実施
【胃・大腸・肺・乳・子宮がん検 【胃・大腸・肺・乳・子宮がん検 【胃・大腸・肺・乳・子宮がん検
【前立腺がん検診】 【前立腺がん検診】 【前立腺がん検診】 【前立腺がん検診】 【前立腺がん検診】

18,850 3,770 3,770 3,770
350 70 70 70

0
0

3,500 700 700 700
15,000 3,000 3,000 3,000
3,675 3,675 0 0

78 78
0
0

666 666
2,931 2,931

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
・胃、大腸、肺、乳、子宮がん検診

受診者数　延985人
・前立腺がん検診受診者数　92人

【評　価　・　実　績】 ・クーポン利用率 大腸がん　20.1％
　乳がん　37.0％　子宮がん　35.9％

・がん検診平均受診者率　9.2％
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ｂ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 15% 15% 15%
年 度 達 成 率 97% 0% 0%
全 体 達 成 率 19% 19% 19%
備　　 考 　　欄（継続有り）

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

（継続有り） 0%
15%

0%
後期計画への継続 19% 19%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 15%

がん検診推進事業補助金

検診受診者個人負担金

地　 方 　債

（実施内容等）

そ 　の 　他

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

一 般 財 源

そ 　の 　他 700 700
一 般 財 源 3,000 3,000

道 支 出 金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 3,770 3,770

財
源
内
訳

国庫支出金 70 70
道 支 出 金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

・がん予防に対する、知識の普及啓発の実施を行う。
・がん検診を実施する。

・各種団体、個人等に対し健康
教育の実施

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 15%
町民参加

有 町民自身ががん予防に対する生活習慣改善の取組みを実施する
がん対策基本法、健康増進法

町民協働 雄武町健康増進計画（健康おうむ２１）

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 がん検診受診率

疾病の予防と健康の増進

事 業 名 がん予防対策事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策

【胃・大腸・肺・乳・子宮がん検 【胃・大腸・肺・乳・子宮がん検

・受診勧奨のひとつとして、特定
年齢者に対し無料クーポン券の
発行実施

・受診勧奨のひとつとして、特定
年齢者に対し無料クーポン券の
発行実施

・受診勧奨のひとつとして、特定
年齢者に対し無料クーポン券の
発行実施

・受診勧奨のひとつとして、特定
年齢者に対し無料クーポン券の
発行実施

・受診勧奨のひとつとして、特定
年齢者に対し無料クーポン券の
発行実施

・各種団体、個人等に対し健康
教育の実施

・各種団体、個人等に対し健康
教育の実施

・各種団体、個人等に対し健康
教育の実施

・各種団体、個人等に対し健康
教育の実施

地　 方 　債

＊がん検診推進事業（国庫補
助）活用

＊がん検診推進事業（国庫補
助）活用

＊がん検診推進事業（国庫補
助）活用

＊がん検診推進事業（国庫補
助）活用

＊がん検診推進事業（国庫補
助）活用



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 15 ％
実　　績　　値 9.2 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 7.4 ％
実　　績　　値 9.2 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

全体の受診率は低いが個別
検診の受診率は年々増加し
ている。継続した検診受診者
が少ないため、望ましい受診
間隔について普及啓発する
などの工夫が必要である。

必要 義務的なもの
胃・肺・大腸・乳・子宮がん検診については健康増進法で実施が義務付
けられている。前立腺がん検診については罹患数の多さや進行が比較
的緩徐であり、治療可能性が高いことから実施している。早期発見によ
り早期治療が可能となるため予防対策の必要性は高い。

各種保健事業や個別健康相談、保健指導時、町ホームページや広報折込等による啓蒙普及を図った。

公平
判断の理由 無料クーポン対象者以外には受益者負担を求めている。発症年

齢等科学的に基準化された年齢により健康増進法において定め
られた対象者に公平に実施することができた。

検診無料クーポンの配布や
受診の必要性を訴えるパン
フレット等対象者が検診受診
に前向きになれるような情報
提供の充実を図る。

課題あり
設定した目標値の達成状況 特定健診等集団健診時にセットで受診できるがん検診項目を増

やしたことで、がん検診受診率は前年度に比べると増加している
が目標には達していない。検診に関する周知方法の工夫や受診
機会の充実、啓蒙普及等の対策が必要である。

効率的
判断の理由 特定健診等との同日実施により、住民の受診利便性向上と併せ

て事業費や人員等全ての効率性を高めることができた。

町長評価（三次評価）

Ｂ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

各種がん検診の実施
胃・肺・大腸・乳・子宮・前立腺がん検診を集団及び個別検診で実施した。全てのがん検診を同日に行える集団健診日程を設定し、受
診者の利便性の向上を図った。

新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業の実施 がん検診受診者数の増加を目指し、対象者に検診無料クーポンと検診手帳、啓蒙普及に資するパンフレット等を送付した。

がんの予防、検診等に関する周知

がんの予防および早期発見により、健康課題の重度化と生活への影響を軽減することが
できる。

達　　成　　度 61.3 ％

がん検診受診率（前年度
比）

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

町民のがんによる健康課題と生活への影響が軽減される。
達　　成　　度 124.3 ％

【誰、何が（対象）】 町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

がん検診受診率

【抱える課題やニーズは】
がんは死因の第一位を占めており、特に壮年層における健康課題であり生活への影響が
大きい疾患である。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

がん検診受診率
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

事 業 名 がん予防対策事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010050

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

14 国保病院・老健施設
12 教育委員会教育振興課

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・定期予防接種の実施 ・定期予防接種の実施 ・定期予防接種の実施 ・定期予防接種の実施 ・定期予防接種の実施

・検診の実施 ・検診の実施 ・検診の実施 ・検診の実施 ・検診の実施

55,000 11,000 11,000 11,000
0
0
0

1,750 350 350 350
53,250 10,650 10,650 10,650
7,704 7,704 0 0

0
0
0

375 375
7,329 7,329

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・定期予防接種の実施
　被接種者数　延べ1,509名
　ｲﾝﾌﾙ　515名、肺炎球菌　108名

【評　価　・　実　績】 ・結核検診等受診者　224名　21.5％

・ｴｷﾉ検診受診者　114名　13.4％
・感染症対策備蓄整備
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/拡充
年 度 目 標 値 80% 80% 80%
年 度 達 成 率 70% 0% 0%
全 体 達 成 率 14% 14% 14%
備　　 考 　　欄（継続有り）

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続 14% 14%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 80% 80%

（実施内容等）

地　 方 　債
そ 　の 　他

10,650

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 11,000 11,000

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

【結核検診（65歳以上）、エキノ
コックス検診（3年生以上）】

・新型インフルエンザ等対策行
動計画に基づく備蓄等

・新型インフルエンザ等対策行
動計画に基づく備蓄等

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 80%
町民参加

有 町民自身による健康管理の実践ができる 予防接種法・感染症予防法・新型インフルエンザ等対策措置法・北海道エキノコックス症対策実
町民協働

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 定期予防接種実施率

事 業 名 感染症予防事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 疾病の予防と健康の増進

・予防接種法に基づく定期予防接種を実施し、感
染予防と蔓延の防止を行う。 【季節型インフルエンザ、肺炎球

菌感染症（高齢者）、子宮頸が
ん予防、ヒブ感染症、小児肺炎
球菌、ジフテリア、百日咳、破傷
風、ポリオ、結核（BCG)、麻し
ん、風疹、水痘、日本脳炎、B型
肝炎】

【季節型インフルエンザ、肺炎球
菌感染症（高齢者）、子宮頸が
ん予防、ヒブ感染症、小児肺炎
球菌、ジフテリア、百日咳、破傷
風、ポリオ、結核（BCG)、麻し
ん、風疹、水痘、日本脳炎、B型
肝炎】

【季節型インフルエンザ、肺炎球
菌感染症（高齢者）、子宮頸がん
予防、ヒブ感染症、小児肺炎球
菌、ジフテリア、百日咳、破傷
風、ポリオ、結核（BCG)、麻しん、
風疹、水痘、日本脳炎、B型肝
炎】

【季節型インフルエンザ、肺炎球
菌感染症（高齢者）、子宮頸が
ん予防、ヒブ感染症、小児肺炎
球菌、ジフテリア、百日咳、破傷
風、ポリオ、結核（BCG)、麻し
ん、風疹、水痘、日本脳炎、B型
肝炎】

【季節型インフルエンザ、肺炎球
菌感染症（高齢者）、子宮頸がん
予防、ヒブ感染症、小児肺炎球
菌、ジフテリア、百日咳、破傷
風、ポリオ、結核（BCG)、麻しん、
風疹、水痘、日本脳炎、B型肝
炎】

・感染症予防法に基づく、定期健診として結核検
診の実施や感染症蔓延防止に関する知識の普
及、啓発を行う。
・新型インフルエンザ等新興感染症に対する、計
画立案、実施、評価等の実施。
・エキノコックス症対策要領に基づき、エキノコック
ス症健診の実施及び感染予防に関する知識の普
及啓発を行う。

北海道後期高齢者医療
広域連合すこやか推進
事業補助金

【結核検診（65歳以上）、エキノ
コックス検診（3年生以上）】

【結核検診（65歳以上）、エキノ
コックス検診（3年生以上）】

【結核検診（65歳以上）、エキノ
コックス検診（3年生以上）】

【結核検診（65歳以上）、エキノ
コックス検診（3年生以上）】

一 般 財 源

地　 方 　債
そ 　の 　他 350

10,650

一 般 財 源

・新型インフルエンザ等対策行動
計画に基づく備蓄等

・新型インフルエンザ等対策行
動計画に基づく備蓄等

・新型インフルエンザ等対策行動
計画に基づく備蓄等

350



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 80 ％
実　　績　　値 88.2 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値
実　　績　　値

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／拡充

公平
判断の理由 Ａ類定期予防接種及び結核、エキノコックス症検診は受益者負担

がないが、高齢者肺炎球菌、高齢者インフルエンザは一部受益
者負担がある。広報や町ホームページ等により住民に広く周知
し、公平性の確保に努めた。

令和元年度から3年間、成人
の風しん抗体検査及び予防
接種が定期接種に追加され
たため、効率的な事業実施
に努めるとともに、集団感染
の予防対策を継続していく。

Ａ類定期予防接種の実施率は
高く、集団感染の予防効果が
ある。結核、エキノコックス症
検診の受診率は低いが、委託
医療機関の協力等にて事業
の効率化が図れている。集団
感染防止のための必要物資
を備蓄し発生時に備えた。

有効
設定した目標値の達成状況 定期接種の感染症や結核、エキノコックスによる集団発生はなく、

事業は効果的である。

効率的
判断の理由 予防接種と結核検診は医療機関への委託による個別実施のため

効率的に実施できている。エキノコックス症検診は特定健診等と
同時に実施することで受診しやすい環境となっている。

必要 義務的なもの 予防接種法、感染症予防法等により、市町村に実施義務がある。
当該年度に追加された予防接種はなし。

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

予防接種及び結核・エキノコックス症検診に関する周知
母子保健事業等で乳幼児及び児童への予防接種周知実施。高齢者の予防接種及び結核検診は個別通知並びに医療機関へのポス
ター掲示実施。エキノ検診は広報等による一般周知を行った。

予防接種及び検診実施体制の整備
受診者が安全に予防接種を受けることができるよう、医療機関での個別接種体制及び接種間隔等の確認を徹底し誤接種を防ぐ工夫
をした。検診は集団と個別で医療機関等に委託し受診機会を確保した。

感染症集団発生時に向けた医薬消耗品等の備蓄 新型インフルエンザ等対策のために必要な医薬品等の物資の備蓄を行った。

予防接種や検診により、予防可能な感染症の発症や流行を防止することができる。 達　　成　　度 110.3 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

個人及び地域での感染症の流行を防止し、健康を保持することができる。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【誰、何が（対象）】 定期予防接種対象となる町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

定期予防接種実施率

【抱える課題やニーズは】 個人及び地域における感染症の流行を防止する必要がある。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

定期予防接種（Ａ類疾病）
の実施率

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

事 業 名 感染症予防事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010060

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

8 保育所
14 国保病院・老健施設

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

3,400 680 680 680
0
0
0
0

3,400 680 680 680
190 190 0 0
61 61
0
0
0

129 129
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
・子育て講話等専門相談　6回　134人

・個別相談　34件
・不妊相談　5件　延25人

【評　価　・　実　績】 ・不妊治療費助成　2件
・一般健診無料クーポン券利用数

5人（利用率14.2％）
・健康教育　9回　延108人
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 前年度対比増 前年度対比増 前年度対比増
年 度 達 成 率 28% 0% 0%
全 体 達 成 率 6% 6% 6%
備　　 考 　　欄

・妊娠を望む方への一般不妊治
療費助成（パートナーも含む）

・女性が生涯を通じて健康で明るく、充実した日々
を自立して過ごすために、生活の場（家庭、地域、
職場、学校）を通じて、女性の様々な健康問題を
総合的に支援する。
・妊娠を望む女性に対する健康づくり支援として、
パートナーを含む一般不妊治療にかかる医療費
助成を実施する。

・妊娠を望む方への一般不妊治
療費助成（パートナーも含む）

・各種健康教育、健康相談の実施

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策 疾病の予防と健康の増進

事 業 名 女性の健康づくり支援事業

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 事業参加人数
事業目標 前年度対比増
町民参加

有 女性自ら健康づくりに資する取組みが実施できる
健康増進法、母子保健法

町民協働 雄武町健康増進計画（健康おうむ２１）

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

・妊娠を望む方への一般不妊治
療費助成（パートナーも含む）

・妊娠を望む方への一般不妊治
療費助成（パートナーも含む）

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 680 680

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源 680 680

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

（実施内容等）

産前・産後サポート事業
補助金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 前年度対比増 前年度対比増
（継続有り） 0% 0%

後期計画への継続 6% 6%
（継続有り）

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

・各種健康教育、健康相談の実
施

・各種健康教育、健康相談の実
施

・健康維持、増進に資する普及啓
発の実施

・健康維持、増進に資する普及
啓発の実施

・健康維持、増進に資する普及
啓発の実施

・健康維持、増進に資する普及
啓発の実施

・妊娠を望む方への一般不妊治
療費助成（パートナーも含む）

・健康維持、増進に資する普及
啓発の実施

・各種健康教育、健康相談の実
施

【思春期、妊娠、産前、産後、更年
期等】

【思春期、妊娠、産前、産後、更
年期等】

【思春期、妊娠、産前、産後、更
年期等】

【思春期、妊娠、産前、産後、更
年期等】

【思春期、妊娠、産前、産後、更
年期等】

・各種健康教育、健康相談の実
施



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 250 人
実　　績　　値 308 人

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 270 人
実　　績　　値 308 人

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 女性の健康づくり支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 主に思春期から更年期にかかる女性
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

事業参加人数

【抱える課題やニーズは】
ホルモンバランスの変化やライフステージの変化が起こる時期に健康課題が出現する可能
性が高い。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

事業参加人数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

ライフステージに応じた健康課題に適切に対応し健康的で充実した生活を送ることができ
る。

達　　成　　度 123.2 ％

事業参加人数（前年度対
比）

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

生き生きと生活している女性が増加し、町全体が活性化する。
達　　成　　度 114.1 ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

個別相談、グループ相談、健康講話等 子育て講話時のグループ支援、高校健康教育や家庭訪問、個別面接等女性の健康づくりに資する知識や意識の啓発を行った。

不妊相談及び不妊治療費用助成 妊娠を望む方の個別相談を実施し、不妊検査や一般不妊治療に伴う医療費自己負担分の費用助成を行った。

一般健康診査受診費用助成 30歳及び35歳の年齢の方に対し、一般健康診査受診無料クーポンを送付した。

必要 義務的なもの 女性はホルモンバランスの変化等ライフステージに合わせて心身
変化が起こる特徴があることから、各ライフステージの課題に合わ
せた支援が必要。 町長評価（三次評価）

Ａ
事業参加人数が増加し、身
体の変化が著しい時期の重
要な相談機会となっている。
また、不妊相談対応後の懐
妊等個人レベルでの満足度
は高い結果となっている。

有効
設定した目標値の達成状況 専門相談の機会は減少したが、個別相談件数は維持でき相談機会は確

保できた。不妊相談は3年で9組の相談があり、うち5組が妊娠に繋がって
おり少子化対策の一つとして有効と考える。一般健康診査受診率は低率
で推移しているが、受診のきっかけづくりの機会となっている。

効率的
判断の理由 特定健診時に無料クーポンが利用できるような対応を行い、効率化

を図っている。子育て講話は子育て支援センター等関係機関と連携
のもと実施するなど効率化を図った。また、助産師専門不妊相談を
他事業とあわせて実施するなど人件費削減に努めた。

継続／現状維持

公平
判断の理由 女性全員を対象としたものであり、個別通知に加え広報やホーム

ページ等で周知し公平性の確保に努めた。
今後も女性の健康づくり全般
の支援に資する事業として
様々な相談体制を保持して
いく。



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010070

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
2

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

8 保育所
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

262 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・母子（親子）健康手帳の交付 ・母子（親子）健康手帳の交付 ・母子（親子）健康手帳の交付 ・母子（親子）健康手帳の交付 ・母子（親子）健康手帳の交付
・妊婦健康診査受診券の交付 ・妊婦健康診査受診券の交付 ・妊婦健康診査受診券の交付 ・妊婦健康診査受診券の交付 ・妊婦健康診査受診券の交付
・乳幼児健康診査の実施 ・乳幼児健康診査の実施 ・乳幼児健康診査の実施 ・乳幼児健康診査の実施 ・乳幼児健康診査の実施

・妊婦歯科検診の実施 ・妊婦歯科検診の実施 ・妊婦歯科検診の実施 ・妊婦歯科検診の実施 ・妊婦歯科検診の実施

・関係機関連絡、調整 ・関係機関連絡、調整 ・関係機関連絡、調整 ・関係機関連絡、調整 ・関係機関連絡、調整

24,900 4,980 4,980 4,980
500 100 100 100
900 180 180 180

0
0

23,500 4,700 4,700 4,700
3,926 3,926 0 0

118 118
202 202

0
0

3,606 3,606
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・母子健康手帳の交付　26名
・妊婦健診受診者数　延281名
・乳幼児健診受診者　延160名 100%

【評　価　・　実　績】 ・子育て講話等参加者  延229名
・乳幼児相談・訪問　　延603名　
・妊産婦交通費助成　  19名
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

A－継続/現状維持
年 度 目 標 値 98% 98% 98%
年 度 達 成 率 79% 0% 0%
全 体 達 成 率 16% 16% 16%
備　　 考 　　欄

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 親と子の健やかな成長の支援

事 業 名 母子保健事業

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 乳幼児健康診査受診率
事業目標 98%
町民参加

有 町民自身による、児の発育・発達促進ができる
母子保健法、児童福祉法、子ども・子育て支援法

町民協働 子ども・子育て支援計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

・妊産婦、乳幼児等が切れ目なく必要な支援が受
けられる体制づくりの継続を実施する。

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 4,980 4,980

財
源
内
訳

国庫支出金 100 100
道 支 出 金 180 180
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源 4,700 4,700

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

（実施内容等）
母子保健衛生費国庫補助金

安心出産支援補助金

98%
0%

後期計画への継続 16% 16%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

（継続有り） 0%
98%

（継続有り）

・妊婦、乳幼児健診精密検査受
診券発行

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

・妊娠初期から子育て期の保護者や児童の健康
増進及び疾病の早期発見、対応を行う。
・妊娠初期から子育て期において、それぞれの段
階に対応した支援や情報が子育て家族に伝わり
理解されるよう支援を行う。

・妊婦、乳幼児健診精密検査受
診券発行

・妊婦、乳幼児健診精密検査受
診券発行

・妊婦、乳幼児健診精密検査受
診券発行

・妊婦、乳幼児健診精密検査受
診券発行

・産後うつ予防、養育者支援対
策実施

・産後うつ予防、養育者支援対
策実施

・産後うつ予防、養育者支援対策
実施

・産後うつ予防、養育者支援対
策実施

・産後うつ予防、養育者支援対策
実施

・各種集団健康教育、個別相談
支援実施

・各種集団健康教育、個別相談
支援実施

・各種集団健康教育、個別相談
支援実施

・各種集団健康教育、個別相談
支援実施

・各種集団健康教育、個別相談
支援実施

・子育て世代包括支援センター
設置準備

・子育て世代包括支援センター
設置準備



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 98 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 99 ％
実　　績　　値 100 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

児童は心身ともに自立に向けた発育、発達の途中であり、保護者は育児などに悩みを抱え
やすい時期であるため支援の必要性が高い。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

乳幼児健診受診率
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

事 業 名 母子保健事業

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

乳幼児が健全な発育、発達を遂げ、保護者が育児の喜びや楽しみを感じることができる。
達　　成　　度 101.0 ％

【誰、何が（対象）】 妊産婦及び子育て中の保護者、児童
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

乳幼児健診受診率

【抱える課題やニーズは】

妊婦：健やかな妊娠期を過ごし、安全に出産できる。
乳幼児：健全な発育、発達を遂げることができる。
保護者：育児の悩みを相談でき、育児への喜びや楽しみを感じることができる。

達　　成　　度 102.0 ％

乳幼児健診受診率（前年度
対比）

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

妊産婦支援
母子健康手帳・妊婦健診受診票の交付、妊婦交通費助成、妊婦精密検査費用助成、子育て講話等における個別相談、家庭訪問等に
よる相談支援の実施。

乳幼児等児童支援、保護者支援
訪問指導、乳幼児健康診査（3・4か月、9・10か月、1歳6か月、3歳、5歳、その他経過観察児）、乳幼児相談（6・7か月）、養育者支援関
連事業（妊産婦、新生児、3・4か月健診時のスクリーニング及び個別支援）、子育て講話の実施。

有効
設定した目標値の達成状況 乳幼児健診や子育て講話等事業への参加率は高く、目標を達成

できた。町独自の取組である妊産婦交通費助成による経済的負
担軽減も満足度が高く、子育てしやすい環境づくりに取り組んだ。

効率的
判断の理由 健診の１回の対象月齢を複数合わせて実施することや子育て支

援センター、保育所等関係機関との連携により効率化を図った。

妊産婦、乳幼児期における
児童、保護者の心身の健康
保持・増進に資する事業とし
て重要である。子育て支援セ
ンター等関係機関との連携
により、機能の整理、分担を
行い事業の効率化に努め
た。

公平
判断の理由 子育て世代が、経済的な負担なく各事業を利用できる体制は重

要である。広報や町ホームページ、子育て支援機関等による各種
事業の周知や対象者への個別周知により公平性が保たれてい
る。

全ての乳幼児が健全な発
育、発達を遂げることができ
るよう、継続して保護者支援
を行うとともに、子育て世代
の経済的負担を軽減できる
よう各種費用助成を継続して
実施していく。

継続／現状維持

必要 義務的なもの 母子保健法、児童福祉法等の法律に基づき、実施が義務づけら
れている。



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010080

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
4

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

264 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・こころの健康相談の実施 ・こころの健康相談の実施 ・こころの健康相談の実施 ・こころの健康相談の実施 ・こころの健康相談の実施

・雄武町自殺予防計画立案

3,400 680 680 680
0

550 110 110 110
0
0

2,850 570 570 570
452 452 0 0

0
69 69
0
0

383 383
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・ちらしの全戸配布　1回
・啓発品の配布　50ヶ所　1143個
・精神障がい当事者、家族等へ

【評　価　・　実　績】 の支援　  延279件
・通院交通費助成　実1３名、延60件

・雄武町自殺予防計画次年度立案
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

A-継続/現状維持
年 度 目 標 値 80% 80% 80%
年 度 達 成 率 66% 0% 0%
全 体 達 成 率 13% 13% 13%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 13% 13%
（継続有り）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 80% 80%
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源 570 570

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

110 110
地　 方 　債
そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 680 680

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 80%
町民参加

有 町民自らが心の健康維持増進に資する取組みができる
健康増進法、精神保健福祉法、労働安全衛生法

町民協働 雄武町健康増進計画（健康おうむ２１）

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 睡眠で休養がとれている人の割合

事 業 名 こころの健康づくり支援事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 メンタルヘルス対策の推進

・生涯にわたり、心身ともに健康的な生活を送るこ
とができるよう、メンタルヘルスの維持増進のため
の事業を実施する。

・メンタルヘルス維持増進に向
けた啓発普及の実施

・メンタルヘルス維持増進に向けた
啓発普及の実施

・メンタルヘルス維持増進に向け
た啓発普及の実施

・メンタルヘルス維持増進に向け
た啓発普及の実施

・メンタルヘルス維持増進に向け
た啓発普及の実施

・うつ病等の病気の早期発見、早期対応の重要性
の理解や対応に関する知識の普及啓発を実施す

・精神障がい当事者、家族等支
援活動の実施

・精神障がい当事者、家族等支援
活動の実施

・精神障がい当事者、家族等支
援活動の実施

・精神障がい当事者、家族等支
援活動の実施

・精神障がい当事者、家族等支援
活動の実施

・働く世代のメンタルヘルス維持向上に向けて、町
内企業等とも連絡調整を図りながら実施する。

・町外医療機関、地域生活支援
事業等通院通所時交通費助成

・町外医療機関、地域生活支援事
業等通院通所時交通費助成

・町外医療機関、地域生活支援
事業等通院通所時交通費助成

・町外医療機関、地域生活支援
事業等通院通所時交通費助成

・町外医療機関、地域生活支援事
業等通院通所時交通費助成

・身体障害者、知的障害者手帳保持者は公共交
通料金が半額となるが、精神障害者保健福祉手
帳保持者への適応が広がっていない状況をかん
がみ、精神科受診や地域生活支援事業等活用時
の交通費相当分を助成する。

自殺対策緊急強化推進
事業補助金



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 80 ％
実　　績　　値 79.7 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 75.4 ％
実　　績　　値 79.7 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 町民すべてを対象としている。また、広報への記事掲載やリーフレッ

トの折込み等広く町民に周知する機会を持ち、公平性を保った。
ストレス社会において、ここ
ろの健康づくりは今後も重要
な課題であることから、令和
元年度内に市町村自殺対策
計画を策定し、町民のこころ
の健康の維持増進への取り
組みを図る。

町民へのこころの健康づくり
に関する普及啓発を実施す
ることができ、目標が達成さ
れた。

有効
設定した目標値の達成状況 町民向けの講演会を実施し、睡眠と健康の関係等について周知す

ることができた。また、啓発品の配布により、セルフケアの必要性を
伝えることができ、良い睡眠のための具体的な生活方法や不眠と医
療受診の必要性について知る機会を設定できた。

効率的
判断の理由 睡眠で休養がとれているかの調査を別事業で実施するなど、あらゆ

る場面でメンタルヘルスの普及啓発や相談を行うことができた。ま
た、はまなす会支援では、ボランティアの協力を得ながら運営でき、
効率的に実施できた。

必要 義務的なもの 健康増進法、精神保健福祉法、労働安全衛生法においてメンタルヘ
ルス向上等への介入が求められている。また、令和元年度中に自
殺対策計画の策定が義務づけられている。 町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

睡眠で休養が取れているかの調査 特定健診等の問診場面で睡眠で休養が取れているかの確認を実施。

こころの健康づくりに関する普及啓発
町民向けに健康と睡眠に関する講演会を1回実施。こころの健康づくりに関する広報記事を年2回掲載し、リーフレットは広報に1回折込み
周知した。啓発品を町内企業に配布し、普及啓発を行った。

はまなす会運営支援および個別支援 週1回のはまなす会支援、行事参加等実施。町民の精神保健にかかる個別支援（家庭訪問、来所相談、電話相談）の実施。

％

睡眠で休養が取れている
人の割合（前年度対比）

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

精神疾患の発症予防、悪化予防を行い自立した生活が継続できる町民が増える。
達　　成　　度 105.7 ％

睡眠で休養がとれている人の割合

【抱える課題やニーズは】
ストレス社会において、精神疾患の発症・悪化等メンタル不調を起こすリスクが高く、メンタル
ヘルス対策が重要である。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

睡眠で休養が取れている
人の割合

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

精神疾患の発症予防、悪化予防を行い、自立した生活が継続できる。 達　　成　　度 99.6

事 業 名 こころの健康づくり支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 すべての町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010090

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
5

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

14 国保病院・老健施設
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 無
関 係 個 別 計 画 名 無

265 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・職員児童手当経費の負担 ・職員児童手当経費の負担 ・職員児童手当経費の負担 ・職員児童手当経費の負担 ・職員児童手当経費の負担

6,500 1,300 1,300 1,300
0
0
0
0

6,500 1,300 1,300 1,300
1,259 1,259 0 0

0
0
0
0

1,259 1,259
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 二次医療救急機関の運営確保 二次医療救急機関の運営確保 二次医療救急機関の運営確保
年 度 達 成 率 97% 0% 0%
全 体 達 成 率 19% 19% 19%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 19% 19%
（継続有り）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 二次医療救急機関の運営確保 二次医療救急機関の運営確保
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

・広域紋別病院企業団運営経費
の負担
・職員児童手当経費の負担

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源 1,300 1,300

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

道 支 出 金
地　 方 　債

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 1,300 1,300

財
源
内
訳

国庫支出金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 二次医療救急機関の運営確保
町民参加

無
町民協働

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町（他西紋４市町村）

関 係 課
事業指標 西紋地区における二次医療機関の確保

事 業 名 広域紋別病院企業団運営事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策 地域医療の確立

・二次医療機関である広域紋別病院の運営にあ
たる企業団の議会及び監査委員にかかる経費を
西紋５市町村の按分に基づき負担する。

・広域紋別病院企業団運営経費
の負担

・広域紋別病院企業団運営経費
の負担

・広域紋別病院企業団運営経費
の負担

・広域紋別病院企業団運営経費
の負担

・広域紋別病院企業団運営経費
の負担

そ 　の 　他



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 施設
実　　績　　値 1 施設

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値
実　　績　　値

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 二次医療、救急医療体制の確保ができていること、眼科や産婦人

科等の専門外来を必要とする場合は町民が広域紋別病院を利用
することができる。

今後も二次医療、救急体制
維持のために西紋５市町村
での連携が必要である。

本事業により、広域紋別病
院の運営に寄与することが
できている。

有効
設定した目標値の達成状況 広域紋別病院の運営により西紋地区の二次医療、救急医療体制が

強化できている。

効率的
判断の理由 広域運営のため、西紋地区５市町村で按分するなど事業の効率化

を図ることができている。

必要 義務的なもの 広域紋別病院企業団は西紋５市町村をもって組織しており、運営に
係る経費負担は義務的なものである。

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

広域紋別病院企業団運営費の負担 企業団運営にあたる西紋５市町村での按分に基づき、議会、監査経費及び職員児童手当の地方交付税導入分の経費負担。

％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

日常生活圏域近郊で二次医療、二次救急を受けることができ、救命率の向上や高度障害を
防ぐことができる。

達　　成　　度 #DIV/0! ％

【抱える課題やニーズは】
二次医療、二次救急を必要とする疾病や事故に対する医療を日常生活圏域で受けることが
できる体制が必要である。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

二次医療、救急機関の運
営確保

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

町内医療機関では判断や治療が困難な疾病や事故等に対し、適切な医療を受けることがで
きる。

達　　成　　度 100.0

事 業 名 広域紋別病院企業団運営事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 二次医療、二次救急を必要とする町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010100

2 会 計 区 分 1 一般会計
6
5

政 策 事 務 分 類 2 単独自治事務（個別計画）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

6 地域包括支援センター
14 国保病院・老健施設

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

1 ハード事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

265 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

【広域ステーション】 【広域ステーション】 【サブステーション】

6,700 1,100 1,100 1,500
0
0
0
0

6,700 1,100 1,100 1,500
867 867 0 0

0
0
0
0

867 867
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 １ステーション １ステーション １ステーション
年 度 達 成 率 79% 0% 0%
全 体 達 成 率 13% 13% 13%
備　　 考 　　欄

一 般 財 源 1,500

一 般 財 源

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度

･訪問看護ステーション利用者
への交通費助成

･訪問看護ステーション利用者
への交通費助成

・地域包括ケア推進の柱として、在宅で適切な医
療サービスを受けることができるよう、訪問看護ス
テーション設置を継続し在宅療養の推進を図る。

･北海道総合在宅ケア事業団が
運営する訪問看護ステーション
への負担金支出

･北海道総合在宅ケア事業団が
運営する訪問看護ステーション
への負担金支出

･北海道総合在宅ケア事業団が
運営する訪問看護ステーション
への負担金支出

･北海道総合在宅ケア事業団が
運営する訪問看護ステーション
への負担金支出

･北海道総合在宅ケア事業団が
運営する訪問看護ステーション
への負担金支出

後期計画への継続 13% 13%
（継続有り）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 １ステーション １ステーション
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

・北海道総合在宅ケア事業団が
運営する訪問看護ステーション
への負担金の支出
・訪問看護利用件数延662件/
年
交通費助成　延417件/年

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円）

道 支 出 金

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他

1,500

1,500 1,500

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

【サブステーション】 【サブステーション】

平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 1ステーション
町民参加

無
健康保険法、医療保険法、介護保険法

町民協働 雄武町介護保険事業計画

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 訪問看護ステーション設置数

単位施策 地域医療の確立

事 業 名 訪問看護事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 施設
実　　績　　値 1 施設

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 732 件
実　　績　　値 662 件

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 訪問看護サービス利用時は保険に合わせた費用負担がある。ま

た、対象者は地域ケア会議やサービス担当者会議にて病院や他
事業所と協議し、過不足のないサービス提供を目指している。

地域包括ケアシステムの構
築のため、介護と医療の機
能を併せ持つ訪問看護事業
は重要である。利用者数は
変動が見られることから、令
和元年度にサブステーション
の設置について検討してい
く。

利用者の体調等で利用者数
に変動がある事業であり、利
用件数はやや減少している
が、在宅療養者にとって必要
なサービスを受ける環境が
必要である。

有効
設定した目標値の達成状況 地域包括支援センターを中心として、医療機関や介護サービス事

業所等との連携により、医療依存度の高い町民も訪問看護サー
ビスを利用しながら在宅生活を送ることができている。

効率的
判断の理由 西紋地区５市町村で広域ステーションを運営することにより、西紋

地域全体の事業運営と効率化を図ることができている。

必要 義務的なもの
重度の要介護者や精神疾患患者等が住み慣れた地域で生活していくた
めに地域包括ケアシステムの構築が求められており、中でも訪問看護は
重要なサービスである。しかし、利用者数が少ない地域での運営は経営
面が不安定なため一定の運営負担が必要となる。

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

訪問看護ステーション運営費補助 紋別地域訪問看護ステーションの運営費の一部補助。

訪問看護利用者の交通費一部助成 訪問看護利用者の交通費一部助成。

％

利用者延べ件数（前年度対
比）

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

病気や障がいを抱えても、住み慣れた地域で生きがいを持った生活が継続できる。
達　　成　　度 90.4 ％

訪問看護ステーション利用者

【抱える課題やニーズは】 病気や障がいを抱えても、在宅での療養生活が継続できる事業が必要である。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

訪問看護ステーション数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

医療依存度、重症度に関わらず、在宅で必要な医療が受けられる環境づくり。 達　　成　　度 100.0

事 業 名 訪問看護事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 要介護高齢者等在宅療養者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05010110

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
2

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

8 保育所
12 教育委員会教育振興課

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

292 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

500 100 100 100
0
0
0
0

500 100 100 100
40 40 0 0
0
0
0
0

40 40
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・個別相談　延357人
・専門相談　4回　延23人
　うち支援者相談　延10人

【評　価　・　実　績】 ・発達支援講話　3回　延77人

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/現状維持
年 度 目 標 値 2回 2回 2回
年 度 達 成 率 40% 0% 0%
全 体 達 成 率 8% 8% 8%
備　　 考 　　欄

・関係機関と協働し発達障がい
児等の対応策、具体的対応検討
等の実施

一 般 財 源

・発達支援に係る学習会、連絡
調整会の実施

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

・発達障がい児親の会支援、一
般町民向け、普及啓発実施

・関係機関と協働し発達障がい
児等の対応策、具体的対応検
討等の実施

・関係機関と協働し発達障がい
児等の対応策、具体的対応検
討等の実施

・関係機関と協働し発達障がい
児等の対応策、具体的対応検討
等の実施

・関係機関と協働し発達障がい
児等の対応策、具体的対応検
討等の実施

・発達支援に係る学習会、連絡
調整会の実施

・発達支援に係る学習会、連絡
調整会の実施

・訪問、来所等による個別相談
や支援者相談の実施

・訪問、来所等による個別相談
や支援者相談の実施

・訪問、来所等による個別相談や
支援者相談の実施

・訪問、来所等による個別相談
や支援者相談の実施

後期計画への継続 8% 8%
（継続有り）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 2回 2回
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

地　 方 　債
そ 　の 　他

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

そ 　の 　他
一 般 財 源 100 100

道 支 出 金
地　 方 　債

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 100 100

財
源
内
訳

国庫支出金

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 2回
町民参加

有 町民が発達障がいへの理解・関心を持つことができる
発達障害者支援法、障害者基本法、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

町民協働 子ども・子育て支援事業計画

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 専門機関への相談機会確保

事 業 名 発達支援事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策 発達支援の強化

・訪問、来所等による個別相談や
支援者相談の実施

・発達障がい者（児）が適切に対応され、二次障害
が生じることがないよう、関係機関と連携を図り、
その人らしく生活できる方法の調整を行う。

・発達障がい児親の会支援、一
般町民向け、普及啓発実施

・発達障がい児親の会支援、一
般町民向け、普及啓発実施

・発達障がい児親の会支援、一
般町民向け、普及啓発実施

・発達障がい児親の会支援、一
般町民向け、普及啓発実施

・適切な対応方法、知識を得るために、保護者、保
育者、学校教員等支援者支援を実施する。
・一般町民に発達障がいに関する知識の普及啓
発を行う。

・発達支援に係る学習会、連絡
調整会の実施

・発達支援に係る学習会、連絡
調整会の実施



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保健係長 小野　美和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 2 回
実　　績　　値 4 回

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 4 回
実　　績　　値 4 回

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

　※展開方向の区分
　　　○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
　　　○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 乳幼児健診の結果、必要な児に対し個別相談を実施し、発達支

援事業については、町広報や学校・保育所をとおして広く周知し
ているため公平である。

発達の偏りは育て難さと繋
がりが強く、関わり方等の相
談は児童虐待の予防として
も重要な役割を担っているた
め、今後も早期発見、早期
支援が必要である。

年々保護者や関係機関から
の相談件数が増えており、
専門機関による相談機会は
必要である。

有効
設定した目標値の達成状況 3歳児健診において発達の偏りの疑いがある児は4割程度おり、

町内に専門機関がないため、遠方から専門職を招聘し、相談機
会を確保することは有効である。

効率的
判断の理由 西紋地域幼児療育センターにおける療育アドバイザー事業、旭川

肢体不自由児療育センター巡回療育相談事業等の活用により、
低コストで専門機関職員を招聘でき、回数を増やす等相談機会を
拡大した。

必要 義務的なもの 発達障がい者支援法により、発達障がいの早期発見、早期支援
は市町村の義務であるが、さらに学校や教育委員会等との連携
により、切れ目のない支援を行っている。 町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

乳幼児健診事後個別相談の実施 乳幼児健診にて発達に偏りのある児童の保護者に対し、保健師等による個別相談を実施した。

専門機関への相談機会の確保
幼児期から思春期、成人期まで、相談希望に合わせて保育所や学校、職場等の関係機関とも連携しながら専門相談の機会を確保し
た。

保育・教育関係者等支援
保育所保育士、学校教諭等の日常の関わり方や集団場面における合理的配慮を含めた環境整備等について学習会の開催や支援者
相談を実施した。

％

専門機関招聘回数（前年度
対比）

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

発達障がいへの理解が進み、自身の特徴に合わせた生活を営む町民が増える。
達　　成　　度 100.0 ％

専門機関の相談機会

【抱える課題やニーズは】
就学前の幼児期は発育、発達が盛んであり差異が出る時期である。就学・就職後にコミュ
ニケーションや学業、就業に悩みが生じ、二次障害をきたす可能性がある。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

専門機関招聘回数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

本人や家族が特徴を知ることができ、その人らしく生活ができるようになる。 達　　成　　度 200.0

事 業 名 発達支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 児童及び保護者、保育・教育関係者等支援者、その他発達に心配がある町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１様式１　　

№ 05020010

2 会 計 区 分 8 介護サービス事業会計
7
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
11 建設水道課（建築）

#N/A
ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区

分
1 ハード事業

関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

271 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

特別養護老人ホームやデイサービスの施設や設 暖房配管整備工事 介護保険システムリース 介護保険システムリース 介護保険システムリース
備について、老朽化等による維持補修や更新が デイサービス棟屋根等改修工事 ショートステイ棟屋根等改修工事
必要であることから、計画的な整備・更新を行う。 冷房設備工事 駐車場整備工事

換気システム改修工事

58,974 1,740 25,953 6,268
0
0
0

58,974 1,740 25,953 6,268
0

4,563 4,563 0 0
0
0
0

4,563 4,563
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

デイ暖房配管工事
特養発電機修繕

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 １件 ４件 ３件
年 度 達 成 率 262% 0% 0%
全 体 達 成 率 8% 8% 8%
備　　 考 　　欄

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

（継続有り）

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続 8% 8%

第５期計画からの継続 １件 ２件

一 般 財 源

　地域福祉基金繰入金
  一般会計繰入金

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

その他

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他

道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他 1,800 23,213
一 般 財 源

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 1,800 23,213

財
源
内
訳

国庫支出金

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

町民参加
無

介護保険法、老人福祉法

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

介護保険システムリース
外壁塗装改修工事

計画的な施設整備

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度

町民協働 雄武町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業目標 整備件数　8件

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ａ

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

安心して暮らせる環境づくり

事 業 名 特別養護老人ホーム等整備事業



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 件
実　　績　　値 2 件

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 特別養護老人ホーム等整備事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 特別養護老人ホーム及びデイサービスセンター
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

工事及び備品購入等整備件数

【抱える課題やニーズは】 施設の老朽化
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

整備件数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

施設機能の維持と延命化 達　　成　　度 200.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

入所者及び利用者が快適に施設利用できる。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

施設及び設備の改修
老朽化しているデイサービスセンターの暖房配管工事及び災害時の使用により不具合が生じた特別養護老人ホームの発電機修繕を
実施した。

必要 義務的なもの 施設入所者等が安全で快適に施設利用ができるよう、施設機能
の維持と延命化を図ることは必要性が高い。

町長評価（三次評価）

Ａ
施設入所者等が安全で快適
に施設利用ができるよう、計
画どおり事業を進めることが
適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 施設を整備したことで施設入所者等が安全で快適に施設利用が

でき、施設の延命化が図られた。

効率的
判断の理由 計画的な整備により事故を未然に防ぐことが出来ている。

また、老朽が深刻化し経費が増嵩しないよう、計画的な施設整備
を進めている。

継続／現状維持

公平
判断の理由 事業実施で施設入所者等が快適に施設利用できるため、公平で

ある。
施設入所者等が安全で快
適に施設利用ができるよ
う、今後も計画に基づいて
事業を進めることが適当で
ある。



様式１様式１　　

№ 05020020

2 会 計 区 分 1 一般会計
7
1

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名

271 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

65歳以上の者で、環境上の理由及び経済的な理 老人福祉施設入所者の措置費 老人福祉施設入所者の措置費 老人福祉施設入所者の措置費
由から、在宅で生活することが困難な者等を、養 を入所施設へ支出する。 を入所施設へ支出する。 を入所施設へ支出する。
護老人ホーム等に入所させ、心身の健康の保持
及び生活の安定のために必要な措置を講じる。

63,102 9,350 13,438 13,438
0
0
0

8,464 1,360 1,776 1,776
54,638 7,990 11,662 11,662
11,226 11,226 0 0

0
0
0

1,629 1,629
9,597 9,597

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

　居宅で養護するものが困難な
者に対しての養護老人ホーム入
所措置費

【評　価　・　実　績】 　・紋別市安養園　６名

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 120% 0% 0%
全 体 達 成 率 18% 18% 18%
備　　 考 　　欄（継続有り）

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続 18% 18%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 100% 100%

　老人福祉施設措置費
　徴収金

一 般 財 源

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

その他

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他

道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他 1,776 1,776
一 般 財 源 11,662 11,662

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 13,438 13,438

財
源
内
訳

国庫支出金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

老人福祉施設入所者の措置費 老人福祉施設入所者の措置費
を入所施設へ支出する。 を入所施設へ支出する。

事業目標 100%
町民参加

無
老人福祉法、老人福祉施設入所等措置事務取扱要綱

町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 全入所者の措置費支給率

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 安心して暮らせる環境づくり

事 業 名 老人福祉施設措置費

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 老人福祉施設措置費
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 在宅生活が困難な高齢者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

全入所者の措置費支給率

【抱える課題やニーズは】
高齢者が健康で生きがいのある生活が送れるよう、各種高齢者福祉サービスの充実など
総合的な支援が求められている。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

措置費支給人数（6名）／
措置人数（6名）
＝措置費支給率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
生活環境や経済的事情を理由に居宅で養護を受けることが難しい高齢者が安心して暮ら
せる環境づくりを目指した。

達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

施設に入所することで、心身の健康の保持と生活の安定に繋がり、地域福祉の充実を図
る。

達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

措置の決定 相談者の申し出に基づき調査を行い、措置可否の決定を行った。

措置費の支出 措置依頼している施設に対し措置費を支出した。

必要 義務的なもの 老人福祉法の規定により、高齢者とその家族との調和が保たれ
ない家庭において、高齢者等が居宅で養護を受けることが難しい
方にとって、養護老人ホームへの措置入所は生活手段であること
から必要性が高い。

町長評価（三次評価）

Ａ
居宅で養護を受けることが
難しい方にとって、措置入所
は必要な生活手段であり、
町が介入して現状を維持す
ることは町民の生活と福祉
の向上が図られるため適当
と判断する。

有効
設定した目標値の達成状況 当該事業を実施することで、措置を必要としている方が安定した

日常生活を過ごすことができた。

効率的
判断の理由 事業費等支弁額は決定しているが、事務処理の工夫をしながら

進めている。

継続／現状維持

公平
判断の理由 本人の収入に応じた自己負担額と、ケースによって扶養義務者負

担額があるので、公平と判断する。
心身の健康の保持と生活の
安定を担い、高齢者の福祉
を増進するため、継続して実
施すべき事業であり、老人福
祉法においても、老人福祉
推進の責務が明記されてい
ることから、現状維持が適当
である。



様式１様式１　　

№ 05020030

2 会 計 区 分 1 一般会計
7
1

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

271 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・町居宅老人交通費助成要綱に基づき、料金助 ・居宅老人交通費助成券交付 ・居宅老人交通費助成券交付 ・居宅老人交通費助成券交付 ・居宅老人交通費助成券交付 ・居宅老人交通費助成券交付
　成券を交付する。（24枚/年　※夫婦世帯18枚） 　4,200千円 　4,200千円 　4,200千円 　4,200千円 　4,200千円
・町高齢者等入浴優待事業実施要綱に基づ ・入浴優待券交付 ・入浴優待券交付 ・入浴優待券交付 ・入浴優待券交付 ・入浴優待券交付
　き、ホテル日の出岬の入浴優待券を交付する。 　1,850千円 　2,000千円 　2,000千円 　2,000千円 　2,000千円
　(12枚/年） ・緊急通報システム設置購入 ・緊急通報システム設置 ・緊急通報システム設置購入 ・緊急通報システム設置 ・緊急通報システム設置購入
・ひとり暮らしの高齢者等の急病や事故に備え 　310千円 　205千円 　310千円 　205千円 　310千円
　緊急通報システムの設置を行う。 ・冬の生活支援 ・冬の生活支援 ・冬の生活支援 ・冬の生活支援 ・冬の生活支援
・町高齢者等の冬の生活支援事業実施要綱に 　3,450千円 　3,450千円 　3,450千円 　3,450千円 　3,450千円
　基づき、助成券を交付する。

49,440 9,810 9,855 9,855
0

2,500 500 500 500
35,500 7,100 7,100 7,100
3,496 696 700 700
7,944 1,514 1,555 1,555
9,842 9,842 0 0

0
500 500

6,700 6,700
517 517

2,125 2,125
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

交通費助成券交付　408名
入浴優待券交付　 　596名
緊急通報システム設置　2カ所

【評　価　・　実　績】 冬の生活支援助成券交付　238名

　北海道後期高齢者医療
　広域連合長寿・健康増 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

　進事業特別対策補助金 Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 交通費助成76％、入浴優待券52％ 交通費助成76％、入浴優待券52％ 交通費助成76％、入浴優待券52％
年 度 達 成 率 100% 0% 0%
全 体 達 成 率 20% 20% 20%
備　　 考 　　欄（継続有り）

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続 20% 20%

第５期計画からの継続 交通費助成76％、入浴優待券52％ 交通費助成76％、入浴優待券52％

　過疎対策事業債（ｿﾌﾄ）

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

その他

一 般 財 源

地方債

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

道支出金
　地域づくり総合交付金

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債
そ 　の 　他

道 支 出 金

700
一 般 財 源 1,660 1,660

道 支 出 金 500 500
地　 方 　債 7,100 7,100

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 9,960 9,960

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他 700

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

事業目標 交通費助成76％、入浴優待券52％
町民参加

無
居宅老人交通費助成要綱、町高齢者等入浴優待事業実施要綱、町高齢者等の冬の生活支援事業実施要綱

町民協働 雄武町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 居宅老人交通費助成券及び入浴優待券の利用率

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 安心して暮らせる環境づくり

事 業 名 高齢者支援事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 76 ％
実　　績　　値 78 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 52 ％
実　　績　　値 61 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 高齢者支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 高齢者等
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

交通費助成の利用率、入浴優待券の利用率

【抱える課題やニーズは】
高齢者等が健康で生きがいのある生活が送れるよう、各種福祉サービスの充実など総合
的な支援が求められている。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

助成券利用枚数（6950枚）
／助成券交付枚数（8927
枚）＝助成券利用率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
各助成による財政負担の軽減を行い、健康増進と生きがいの充実を図る。 達　　成　　度 102.6

毎月２回、ホテル日の出岬へ温泉入浴無料送迎バス（福祉バス）を運行し、利便性の向上を図った。

％

優待券利用枚数（4274枚）
／優待券交付枚数（7049
枚）＝優待券利用率

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らし続ける。
達　　成　　度 117.3 ％

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

交通費助成券、入浴優待券、冬の生活支援助成券の交
付

対象者からの申請に基づき審査を行い、各券を交付した。

緊急通報システムの購入、設置 対象者からの申請に基づき審査を行い、機器を購入するとともに設置した。

温泉入浴無料送迎バスの運行

設定した目標値の達成状況 各種支援により、健康増進や外出機会の確保、生活の安定に繋
がった。緊急通報システムの設置により、迅速な対応が図られ、
生命の安全と確保に繋がった。

効率的
判断の理由 交通費助成券及び入浴優待券の前年度申請者については、あら

かじめ申請準備をすることで、交付事務の円滑を図った。また、緊
急通報システムについては、設置を専門業者に依頼することによ
り作業の軽減を図った。

必要 義務的なもの 高齢化で独居世帯が増える中、高齢者等が住み慣れた地域で安
心して暮らし続けるためには、町が一定程度支援することが必要
である。

公平
判断の理由 決定には、各要綱で一定の基準を設けていることから公平であ

る。
高齢者等が住み慣れた地域
で安心して暮らし続けるため
には、継続して事業を実施し
ていく必要がある。

継続／現状維持

券の利用率は高く推移し利
用者からのニーズも高く、緊
急通報システムは新規設置
者がいることから、今後も計
画どおり事業を進めることが
適当である。

有効



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書
№ 05020040

2 会 計 区 分 1 一般会計
7
2

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

272 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・敬老祝金を支給する。 ・敬老祝金支給 ・敬老祝金支給 ・敬老祝金支給
　対象者
　喜寿（77歳）　　 20,000円 ・敬老賄費助成 ・敬老賄費助成 ・敬老賄費助成
　米寿（88歳）　　 30,000円
　白寿（99歳）　　 50,000円
　上寿（100歳）　100,000円
・敬老賄費を助成する。
　対象者
　７５歳以上　１名あたり　2,000円

23,844 4,322 4,782 5,250
0
0
0
0

23,844 4,322 4,782 5,250
3,818 3,818 0 0

0
0
0
0

3,818 3,818
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

喜寿20,000円×58名
米寿30,000円×25名
白寿50,000円×  3名

【評　価　・　実　績】 上寿100,000円× 2名
賄費助成2,000円×801名

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 88% 0% 0%
全 体 達 成 率 16% 16% 16%
備　　 考 　　欄

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 いきいきと活躍できるまちづくり

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～

事業期間 平成30年度～平成34年度

事 業 名 敬老祝事業

関 係 課
事業指標 全対象者への支給率
事業目標 100%

事業主体 雄武町

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

町民参加
有 各自治会等（主催）

雄武町敬老祝金支給条例、雄武町敬老賄費助成事業要綱
町民協働 雄武町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

・敬老賄費助成 ・敬老賄費助成

・敬老祝金支給。 ・敬老祝金支給

4,270 5,220

道 支 出 金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 4,270 5,220

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

そ 　の 　他
一 般 財 源

地　 方 　債

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 100% 100%

16% 16%

（実施内容等）

（継続有り）

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 敬老祝事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 高齢者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

祝金支給率、賄費助成率

【抱える課題やニーズは】
人口の高齢化が進み、高齢者等が健康で安心して暮らせる長寿社会づくりが望まれてい
る。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

祝金支給者数（88名）／
祝金支給対象者数（88名）
＝祝金支給率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
長寿を祝福し、長年の労をねぎらい、敬老思想の高揚につなげていく。 達　　成　　度 100.0 ％

賄費助成者数（801名）／
賄費申請者数（801名）
賄費助成率

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

長年にわたり社会に貢献された高齢者に対して敬意を表し、地域における敬老思想の高
揚に寄与する。

達　　成　　度 100.0 ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

敬老祝金の支給 支給台帳を作成し、敬老の日を基準として、喜寿、米寿、白寿、上寿に該当する方へ祝金を支給した。

敬老会賄費の助成 自治会等からの申請により、満75歳以上の高齢者数を確認した上で、賄費を助成した。

必要 義務的なもの 長年に渡り地域社会へ貢献してきた高齢者を祝福し労苦を労うこ
とで、敬老思想の高揚が図られ、高齢者の健康増進に努める意
欲の向上に繋がることから必要性は高い。 町長評価（三次評価）

Ａ
長寿を祝福することは、高齢
者支援充実の観点からも必
要性は高く、高齢者福祉の
向上を図る上でも、計画どお
り事業を進めることが適当で
ある。

有効
設定した目標値の達成状況 高齢者自らが健康増進に努める意欲の向上と各地域で敬老会を

開催するなど町民の敬老思想の高揚が図られた。

効率的
判断の理由 予め対象者を把握できることから、準備段階で自治会長等と調整

を行うなど時間短縮を図り、業務分担することで作業の軽減を
図った。

継続／現状維持

公平
判断の理由 祝金については、該当年齢に到達する方に支給し、賄費について

は、敬老会等を実施する全自治会を対象していることから公平で
ある。

高齢者支援の充実及び福祉
の向上のためには、継続し
て実施すべき事業である。



様式１様式１　　

№ 05020050

2 会 計 区 分 1 一般会計
8
2

政 策 事 務 分 類 2 単独自治事務（個別計画）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
8 保育所
12 教育委員会教育振興課

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

282 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・雄武町子ども・子育て支援事業計画に係る計画 アンケート調査業務委託 事業計画策定
策定 　1,400千円 　2,292千円

・計画策定後の進行管理 計画進行管理等 計画進行管理等 計画進行管理等
　46千円 　50千円 　50千円

・子育て支援事業の実施及び検討 出生への経済的支援 出生への経済的支援 出生への経済的支援
　360千円 　360千円 　360千円
包括支援センター等整備検討 包括支援センター等整備検討
　64千円 　70千円

5,872 1,870 2,772 410
0
0
0

1,800 360 360 360
4,072 1,510 2,412 50
1,633 1,633 0 0

0
0
0

253 253
1,380 1,380

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

アンケート調査実施
出生への経済的支援　21名

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ｂ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 ２回 ３回 １回
年 度 達 成 率 87% 0% 0%
全 体 達 成 率 28% 28% 28%
備　　 考 　　欄

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

・子育て世代包括支援センター及び子ども家庭
総合支援拠点の整備検討

事 業 名

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

単位施策

基本施策 子育ち・子育ての充実
事 業 優 先 度 Ｂ

地域ぐるみの子育て支援

事業期間 平成30年度～平成34年度

子ども・子育て支援事業

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業主体 雄武町
関 係 課

事業指標 計画の進捗管理

子ども・子育て支援法、町子ども・子育て会議設置条例、町すくすく赤ちゃん応援助成要綱
町民協働 雄武町子ども・子育て支援事業計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度

事業目標 会議開催数
町民参加

有 アンケート調査、子ども・子育て会議委員委嘱

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

事業計画中間見直し

計画進行管理等 計画進行管理等
　50千円 　50千円
出生への経済的支援 出生への経済的支援
　360千円 　360千円

道 支 出 金
地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他 360 360

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 410 410

財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債

一 般 財 源 50 50

道 支 出 金

（実施内容等）

ふるさと応援基金繰入金

そ 　の 　他
一 般 財 源

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

28%
（継続有り）

２回
（継続有り） 0% 0%

関
連
事
項

第５期計画からの継続 １回

後期計画への継続 28%

　特定財源の名称 （実施内容等）



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 2 回
実　　績　　値 1 回

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 町内の子どもや保護者に関連する事業であることから公平であ

る。
次年度はアンケート結果を踏まえ
た計画策定年であるため、計画ど
おり会議を開催し、助成券の交付
とともに、継続して事業を実施す
る。

委員会の開催には至らなかった
が、部内会議を開催してアンケー
ト調査票の内容を検討し、アン
ケート調査を実施することができ
た。助成券交付については、計画
どおり事業を進めることができた。

有効
設定した目標値の達成状況 アンケート調査については、８割を超える回答率があり、ニーズ量

等を把握することができ、助成券については、対象者全員に交付
できたことから目標を達成することができた。

効率的
判断の理由 アンケート調査実施にあたっては、配布・回収を保育所や学校に

協力いたただくことにより、事業費抑制や時間短縮を図ることがで
きた。助成券の交付については、関係係と連携して対象者を把握
することにより、事務の効率化を図った。

必要 義務的なもの アンケート調査実施については、子ども・子育て支援法に基づく計
画策定において、ニーズ量の把握等は必要とされており、助成券
の交付については、子育て世帯の経済的な支援に繋がることから
必要である。

町長評価（三次評価）

Ｂ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

アンケート調査実施
次期計画の策定にあたり、現状と課題、ニーズを把握するため、未就学・就学児童のいる家庭を対象として、アンケート調査を実施し
た。

雄武町すくすく赤ちゃん応援助成券の交付 乳児のいる保護者に対して、助成券を交付し、経済的な負担の軽減を図った。

％

助成券交付者数（21名）／
助成券申請者数（21名）
＝助成券交付率

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

子育てを地域全体で支える環境を整えるとともに、安心して子どもを産み育てることができ
る環境を整える。

達　　成　　度 100.0 ％

会議開催数、助成券交付率

【抱える課題やニーズは】
子どもに良質な成育環境を保障し、子ども・子育て家庭を地域全体で支援することが望ま
れている。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

会議開催数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

地域における子ども・子育て支援の充実 達　　成　　度 50.0

事 業 名 子ども・子育て支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 児童及び保護者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１様式１　　

№ 05020060

2 会 計 区 分 1 一般会計
8
3

政 策 事 務 分 類 5 法定受託事務
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名

283 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

中学校卒業まで(15歳の誕生日後の最初の3月 児童手当を支給する。 児童手当を支給する。 児童手当を支給する。
31日まで)の児童を養育している方に対して、
児童手当を支給する。

　3歳未満　一律15,000円(月額)
　3歳以上小学校修了前
　10,000円(第3子以降は15,000円)(月額)
　中学生　　一律10,000円(月額)

※児童を養育している方の所得が所得制限限
度額以上の場合は、一律5,000円(月額)

303,450 60,690 60,690 60,690
207,760 41,552 41,552 41,552
47,845 9,569 9,569 9,569

0
0

47,845 9,569 9,569 9,569
54,530 54,530 0 0
37,671 37,671
8,625 8,625

0
0

8,234 8,234
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・児童手当支給
３歳未満　                     63人
３歳以上小学校就学前　 293人

【評　価　・　実　績】 小学校修了後中学校修了前 88人

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 90% 0% 0%
全 体 達 成 率 18% 18% 18%
備　　 考 　　欄

　特定財源の名称 （実施内容等）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 100%

後期計画への継続 18%

　児童手当負担金

18%
（継続有り）

100%
（継続有り） 0% 0%

　児童手当負担金
道支出金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

（実施内容等）

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

国庫支出金 41,552

地　 方 　債

一 般 財 源 9,569 9,569

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 60,690 60,690

財
源
内
訳

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

41,552
道 支 出 金 9,569 9,569

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

児童手当を支給する。 児童手当を支給する。

事業目標 100%
町民参加

無
児童手当法

町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 全受給対象者への支給率

単位施策

基本施策 子育ち・子育ての充実
事 業 優 先 度 Ｂ

経済的負担の軽減

事 業 名 児童手当支給事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 児童手当支給事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 中学校修了前の子を養育している保護者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

全受給対象者への支給率

【抱える課題やニーズは】 少子化対策の必要性とともに、子育てに関して経済的支援が求められている。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

受給者（444名）／
受給対象者（444名）
＝支給率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
保護者の経済的不安を解消するとともに、今後、出産等を迎える若い世代に対し、子育て
に関する安心感を与えた。

達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

子どもを養育している人の生活の安定、子どもの健全な育成が図られる。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

手当支給 ６月、１０月、２月に受給者へ児童手当を支給した。

必要 義務的なもの 児童手当法による自治体の義務的事務であり、子どもを養育して
いる方へ支給することで、生活の安定、児童等の健全な育成を図
るためには必要である。 町長評価（三次評価）

Ａ

有効
設定した目標値の達成状況 子育てに関して、子どもの健全な育成が図られた。

効率的
判断の理由 児童手当法に基づき、町が支給事務を行っている。

公平
判断の理由 児童手当法に基づき、全ての対象者へ支給しているので公平で

ある。
児童手当法に基づき、今後
も継続して児童手当を支給
する。

継続／現状維持

子育て世帯が安心して子育
てしていくには経済的支援が
必要であるため、今後も計画
どおり事業を進めることが適
当である。



様式１様式１　　

№ 05020061

2 会 計 区 分 1 一般会計
8
3

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

283 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

保育費を給付する。 保育費を給付する。 保育費を給付する。

5,130 1,026 1,026 1,026
1,480 296 296 296
1,300 260 260 260

0
0

2,350 470 470 470
845 845 0 0
481 481
212 212

0
0

152 152
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

保育費給付　2名

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 82% 0% 0%
全 体 達 成 率 16% 16% 16%
備　　 考 　　欄

特定教育・保育施設のうち、町外の幼稚園を利用
する保護者の経済的な負担を軽減するため、
保育費の一部を給付する。

後期計画への継続 16% 16%
（継続有り）

第５期計画からの継続 100% 100%
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

道支出金
特定教育・保育施設給付費負担金

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

国庫支出金
特定教育・保育施設給付費負担金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源 470 470

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

260
地　 方 　債
そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 1,026 1,026

財
源
内
訳

国庫支出金 296 296
道 支 出 金 260

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

保育費を給付する。 保育費を給付する。

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 100%
町民参加

無
子ども・子育て支援法、特定教育・保育施設の広域利用に係る保育料を定める規則

町民協働 子ども・子育て支援事業計画

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 全支給認定者への給付率

経済的負担の軽減

事 業 名 特定教育・保育施設広域利用給付事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 子育ち・子育ての充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

子育て世帯の経済的な負担
を軽減するためには、今後も
計画どおり事業を進めること
が適当である。

必要 義務的なもの

公平
判断の理由 世帯の町民税所得割額に応じた受益者負担があり、町内保育所

の利用者負担相当としている。
子ども子育て支援法に基づ
き、今後も継続して保育費を
給付する。

有効
設定した目標値の達成状況 町内の支給対象者は、全員認定しており、保育費の給付により、

子育て家庭の経済的な負担が軽減された。

効率的
判断の理由 施設へ保育費を現物給付することにより、事務が軽減された。

子ども子育て支援法において、支給認定を受けた子どもの保育費
給付については、市町村が行うこととされているため、事業の実
施は必要である。 町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

保育費の給付 支給認定を受けた子どもの保育費（利用者負担を除く）について、利用する対象施設に対して現物給付する。

％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

町外の施設において、教育・保育を受けられる環境が整備される。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

全支給認定者への給付率

【抱える課題やニーズは】 子育て家庭における子どもの状況や必要性に応じた施設選択
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

支給認定者（2名）／支給
認定申請者（2名）＝給付
率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
地域における子育て支援の充実 達　　成　　度 100.0

事 業 名 特定教育・保育施設広域利用給付事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 支給認定保護者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１様式１　　

№ 05020070

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
6 地域包括支援センター

#N/A
ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区

分
2 ソフト事業

関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

障害福祉サービスにおける、介護給付費に該当 障害支援区分の調査実施。 障害支援区分の調査実施。 障害支援区分の調査実施。
するサービスの新規申請、更新申請があった場 障害支援区分認定審査会の 障害支援区分認定審査会の 障害支援区分認定審査会の
合に、障害支援区分の調査実施及び区分決定 開催。 開催。 開催。
を行う障害支援区分認定審査会を開催する。

1,000 200 200 200
0
0
0
0

1,000 200 200 200
163 163 0 0

0
0
0
0

163 163
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

障害福祉サービスにおける介護
給付費に該当するサービスの新
規や更新の申請があった場合に

【評　価　・　実　績】 障害支援区分の調査及び区分
決定を行う
会議開催　2回　認定者数　19名
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 年２回 年２回 年２回
年 度 達 成 率 82% 0% 0%
全 体 達 成 率 16% 16% 16%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 16%

関
連
事
項

16%
（継続有り）

第５期計画からの継続 年２回 年２回
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

一 般 財 源

地　 方 　債
道 支 出 金
国庫支出金

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

そ 　の 　他

道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源 200 200

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 200 200

財
源
内
訳

国庫支出金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

障害支援区分の調査実施。 障害支援区分の調査実施。
障害支援区分認定審査会の

開催。 開催。

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 年２回
町民参加

無
障害者総合支援法

対象者の障害支援区分認定審査開催回数

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度

町民協働 雄武町障がい者計画

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

障害支援区分認定審査会の

地域福祉活動の活性化

事 業 名 障害支援区分認定事業



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 2 回
実　　績　　値 2 回

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値
実　　績　　値

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 障害支援区分認定事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 障がい者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

認定審査会開催回数

【抱える課題やニーズは】 委員は専門的な知識が必要なため、研修等が必要である。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

認定審査会開催回数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

障害支援区分の適正な判定。 達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

障害福祉サービスの適正な支給と障がい者の福祉向上を図る。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

障害支援区分の認定調査
資格を有する障害支援区分認定調査員が、障害者総合支援法における障害福祉サービスの支給決定の可否及び支給量の目安とす
るため調査を実施した。

障害支援区分の認定審査 障害支援区分の認定調査結果に基づき、認定審査会において審査判定を実施した。

障害支援区分の支給決定 認定審査会の審査結果に基づき、支給決定を行った。

必要 義務的なもの 障害者総合支援法や町の例規にも規定しており、町が実施するこ
とは責務である。

町長評価（三次評価）

Ａ
障害福祉サービスの支給と
支給量を決定するため、この
事業は必要不可欠で、障が
い者における生活、福祉の
向上を図るうえで計画どおり
事業を進めることが適当であ
る。

有効
設定した目標値の達成状況 当該事業を実施したことで、障害福祉サービスの適正な支給決定

を行うことができた。

効率的
判断の理由 緊急的な場合を除き、調査及び審査をまとめて実施したため、事

業費の抑制及び時間短縮・作業軽減を図ることができ、今後も工
夫に努めていく。

継続／現状維持

公平
判断の理由 障害者総合支援法に基づいた認定審査会において、審査判定し

ているので、公平である。
障がい者が障害福祉サービ
スを利用するには、支給決
定及び支給量決定は不可欠
であることから、継続維持が
必要であり、法改正の動向を
踏まえながら取り組んでいく
必要がある。



様式１様式１　　

№ 05020080

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・町心身障害者年金条例に基づく年金支給 ・心身障害者年金支給 ・心身障害者年金支給 ・心身障害者年金支給 ・心身障害者年金支給 ・心身障害者年金支給
　身障1級　14,000円　
　身障2級　12,000円　 ・重度身体障害者ハイヤー券 ・重度身体障害者ハイヤー券 ・重度身体障害者ハイヤー券 ・重度身体障害者ハイヤー券 ・重度身体障害者ハイヤー券
　知的重度 14,000円 　交付 　交付 　交付 　交付 　交付
　精神1級　14,000円
・町重度身体障害者ハイヤー料金助成要綱に ・障がい者総合相談事業実施 ・障がい者総合相談事業実施 ・障がい者総合相談事業実施 ・障がい者総合相談事業実施 ・障がい者総合相談事業実施
　基づく割引券交付
　
・障がい者総合相談事業の実施

11,415 2,283 2,283 2,283
0
0
0
0

11,415 2,283 2,283 2,283
2,136 2,136 0 0

0
0
0
0

2,136 2,136
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

年金支給　１３７名
交通費助成券交付　２２名

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 年金支給100％、ハイヤー券利用率68％ 年金支給100％、ハイヤー券利用率68％ 年金支給100％、ハイヤー券利用率68％

年 度 達 成 率 94% 0% 0%
全 体 達 成 率 19% 19% 19%
備　　 考 　　欄

（継続有り）

※事務事業評価結果

第５期計画からの継続

19%

年金支給100％、ハイヤー券利用率68％

0%0%

※事務事業評価結果

19%

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0

関
連
事
項

年金支給100％、ハイヤー券利用率68％

（継続有り）

2,283

（実施内容等）（実施内容等）
一 般 財 源

国庫支出金

後期計画への継続

財
源
内
訳

　特定財源の名称

そ 　の 　他

2,283
0

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源
そ 　の 　他

国庫支出金

地　 方 　債
道 支 出 金

2,283

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

事　　業　　費　（千円） 2,283
計
画
事
業
費

財
源
内
訳

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業指標 全対象者への心身障害者年金支給率及びハイヤー券利用率

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課

町民参加
無

心身障害者対策基本法、障害者基本法、 障害者総合支援法、町心身障害者年金条例、町重度身体障害者ハイヤー料金助成要綱

町民協働

単位施策

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

事業目標 年金支給100％、ハイヤー券利用率68％

地域福祉活動の活性化

事 業 名 障がい者支援事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 68 ％
実　　績　　値 71 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 障がい者支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 心身障がい者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

年金支給対象者への支給率、交通費助成の利用率

【抱える課題やニーズは】
障がい者の自立を求める意識が強まる一方で、障がい者を取り巻く環境は未整備なことが
多く、改善が求められている。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

年金支給者（137名）／
年金支給対象者（137名）
＝支給率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
自立した日常生活及び社会生活を営むことができるための地域支援体制の整備を目指
す。

達　　成　　度 100.0 ％

助成券利用枚数（671枚）
／助成券交付枚数（946
枚）＝助成券利用率

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

心身障がい者の生活の安定と外出機会の確保による社会参加により、地域福祉の向上に
繋がる。

達　　成　　度 104.4 ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

心身障害者年金の支給 全対象者に対し、心身障害者年金を支給した。

交通費助成券の交付 対象者からの申請に基づき審査を行い、各券を交付した。

必要 義務的なもの 障がい者に対する支援志向が年々高まる中、障がい者が自立し
た日常生活及び社会生活を営むためには、町が一定程度支援す
ることが必要である。 町長評価（三次評価）

Ａ
年金支給により生活の安定
が図られ、券の利用率も高く
推移していることから、障が
い者を支援する事業として、
今後も計画どおり事業を進
めることが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 生活の安定が図られ、外出手段を確保することにより、社会参加

へのきっかけづくりの一助となった。

効率的
判断の理由 年金支給については、障がい者システムを活用して事前に対象

者を把握することで、通知や支給の事務の効率化を図った。交通
費助成券の前年度申請者については、あらかじめ申請書を用意
することで、事務の円滑化を図った。

継続／現状維持

公平
判断の理由 年金支給は、条例で一定の基準を設けていることから公平であ

る。また、助成券決定には、要綱で一定の基準を設けていること
から公平である。

障がい者が住み慣れた地域
で安心して暮らし続けるため
には、継続して事業を実施し
ていく必要がある。



様式１様式１　　

№ 05020090

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・指定訪問介護事業（ホームヘルプ事業）につい ・ホームヘルプ事業に対する ・ホームヘルプ事業に対する ・ホームヘルプ事業に対する ・ホームヘルプ事業に対する ・ホームヘルプ事業に対する
　ては、雄武町社会福祉協議会が事業所の指定 　運営費補助 　運営費補助 　運営費補助 　運営費補助 　運営費補助
　を受け、事業開始に伴って事業運営費の収入 ・介護サービス利用者負担 ・介護サービス利用者負担 ・介護サービス利用者負担 ・介護サービス利用者負担 ・介護サービス利用者負担
　不足額に対し運営費の補助を行う。 　軽減事業に対する助成 　軽減事業に対する助成 　軽減事業に対する助成 　軽減事業に対する助成 　軽減事業に対する助成

・除雪サービス事業に対する ・除雪サービス事業に対する ・除雪サービス事業に対する ・除雪サービス事業に対する ・除雪サービス事業に対する
　補助 　補助 　補助 　補助 　補助

・除雪サービス事業では、係る委託費に対し、 ・在宅福祉推進事業に対する ・在宅福祉推進事業に対する ・在宅福祉推進事業に対する ・在宅福祉推進事業に対する ・在宅福祉推進事業に対する
　補助を行う。 　補助 　補助 　補助 　補助 　補助
・社会福祉協議会が実施するひとり暮らしの高 ・福祉車両貸出事業に対する ・福祉車両貸出事業に対する ・福祉車両貸出事業に対する ・福祉車両貸出事業に対する ・福祉車両貸出事業に対する
　齢者等を対象とした独居老人交流事業やふ 　補助 　補助 　補助 　補助 　補助
　れあい昼食会事業等の在宅福祉事業に補助
　を行う。

66,450 13,290 13,290 13,290
0

2,925 585 585 585
38,500 7,700 7,700 7,700

0
25,025 5,005 5,005 5,005
10,300 10,300 0 0

0
308 308

6,100 6,100
0

3,892 3,892
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

ホームヘルプ運営費補助
利用者負担軽減助成
除雪サービス補助

【評　価　・　実　績】 在宅福祉推進事業補助
福祉車両貸出補助（実績なし）

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 ５事業 ５事業 ５事業
年 度 達 成 率 78% 0% 0%
全 体 達 成 率 16% 16% 16%
備　　 考 　　欄

0%
後期計画への継続

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

（継続有り）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 ５事業
（継続有り） 0%

　特定財源の名称 （実施内容等）

負担軽減事業補助金

５事業

　(ソフト分)

（実施内容等）

16% 16%

道支出金
介護サービス利用者

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

一 般 財 源

地　 方 　債

　過疎対策事業債
地方債

道 支 出 金 585 585
地　 方 　債 7,700

一 般 財 源 5,005 5,005

そ 　の 　他

道 支 出 金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 13,290 13,290

財
源
内
訳

国庫支出金

7,700
そ 　の 　他

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

事業目標 ５事業
町民参加

無
介護保険法、雄武町社会福祉法人による利用者負担軽減助成要綱

町民協働 雄武町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、障がい者計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業主体 雄武町
関 係 課

事業指標 各種社協事業への支援

事業期間 平成30年度～平成34年度

事 業 名 社会福祉協議会事業支援事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

・介護サービス利用者負担軽減事業では、同助
　成要綱に基づく軽減に対し助成する。

・社協が行う福祉車両貸出事業に対し、経費の
　一部を負担する。

地域福祉活動の活性化



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 5 事業
実　　績　　値 5 事業

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 社会福祉協議会事業支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 雄武町社会福祉協議会
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

社協事業実施に対する補助・助成

【抱える課題やニーズは】
地域福祉の組織的な担い手である社会福祉協議会における活動の充実と強化を図る上
で、自主財源による事業運営が困難である。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

実施事業数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

社会福祉協議会の円滑な事業運営 達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

住民が支え合いながら、住み慣れた地域で安心して暮らしていく。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

補助金・助成金の交付 雄武町社会福祉協議会が実施する各事業に対し、補助金・助成金を交付した。

必要 義務的なもの 地域福祉は住民と行政が一体となって進めていく必要があること
から、町からの支援は必要である。

町長評価（三次評価）

Ａ
地域福祉の組織的な担い手
である社会福祉協議会の事
業が計画どおり進められたこ
とで、目標が達成できた。

有効
設定した目標値の達成状況 各事業を円滑に実施することができた。

効率的
判断の理由 各事業の実施にあたっては、随時、町と社会福祉協議会で協議

し、事業費の抑制に努めた。また、除雪サービス対象者選定は民
生委員と連携し、在宅福祉推進事業はボランティアの方と協力し
ながら事業を実施した。

継続／現状維持

公平
判断の理由 社会福祉協議会の活動は、地域住民全般に対して、福祉向上を

目的としていることから公平である。
社会福祉協議会が円滑に事
業を進めていくためには、継
続してして支援していく必要
がある。



様式１様式１　　

№ 05020100

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 無
関 係 個 別 計 画 名 有

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

町内福祉団体である３団体に対し、運営補助を 運営費の補助を行う。 運営費の補助を行う。 運営費の補助を行う。 運営費の補助を行う。 運営費の補助を行う。
を行う。 ・老人クラブ連合会　 ・老人クラブ連合会　 ・老人クラブ連合会　 ・老人クラブ連合会　 ・老人クラブ連合会　
・老人クラブ連合会 　900千円 　900千円 　900千円 　900千円 　900千円

・身体障害者福祉協会 ・身体障害者福祉協会 ・身体障害者福祉協会 ・身体障害者福祉協会 ・身体障害者福祉協会
　30千円 　30千円 　30千円 　30千円 　30千円
・遺族会 ・遺族会 ・遺族会 ・遺族会 ・遺族会
　60千円 　60千円 　60千円 　60千円 　60千円

4,950 990 990 990
0

1,540 308 308 308
0
0

3,410 682 682 682
990 990 0 0

0
275 275

0
0

715 715
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

地域福祉活動を行う３団体の
円滑な運営に対し補助する。
老人クラブ　　222名

【評　価　・　実　績】 身障協会　　　 18名
遺族会　　    　47名

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 ３団体 ３団体 ３団体
年 度 達 成 率 100% 0% 0%
全 体 達 成 率 20% 20% 20%
備　　 考 　　欄

　老人クラブ運営事業

　特定財源の名称 （実施内容等）

0%

関
連
事
項

第５期計画からの継続 ３団体

後期計画への継続 20%

※事務事業評価結果

20%
（継続有り）

※事務事業評価結果

３団体
（継続有り） 0%

　補助金

（実施内容等）

道支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

国庫支出金

地　 方 　債

一 般 財 源 682 682

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 990 990

財
源
内
訳

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

道 支 出 金 308 308

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

平成　３２　年度 平成　３４　年度

事業目標 運営費補助団体数
町民参加

無

事　業　内　容

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課

町民協働

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

地域福祉活動の活性化

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容

雄武町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

全　　　体　　　計　　　画

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

事業指標 各団体の安定運営

単位施策

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

・身体障害者福祉協会
・遺族会

事 業 名 福祉団体運営補助事業



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 3 団体
実　　績　　値 3 団体

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 福祉団体運営補助事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 老人クラブ連合会、身体障害者福祉協会、遺族会
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

運営費補助団体数

【抱える課題やニーズは】 高齢化等による会員数減少により、各団体の運営が困難となっている。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

運営費補助団体数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

各団体の事業運営基盤の強化を図る。 達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

各団体の安定した運営
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

補助金の交付 各団体へ運営費の補助金を交付した。

必要 義務的なもの 高齢者や戦没者遺族、身体障がい者が集い、相互交流や情報交
換などを行って活動している団体に対し、安定した運営を図るた
めには、町からの支援が必要である。 町長評価（三次評価）

Ａ
安定的な運営により、団体
の維持、存続を図るために
は、今後も計画どおり事業を
進めることが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 各団体の円滑で安定した事業運営の一助となった。

効率的
判断の理由 老人クラブ連合会及び身障者協会については、平成２７年度から

事務局を社会福祉協議会に移管し、事務の軽減を図ることができ
た。遺族会については、事業の見直しを図り、経費の抑制に努め
た。

継続／現状維持

公平
判断の理由 各団体の活動は、地域福祉の向上に寄与していることから、運営

費を補助することは公平である。
各団体が安定した運営を図
り、円滑に事業を進めていく
ためには、継続してして事業
を実施していく必要がある。



様式１様式１　　

№ 05020110

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

地域福祉活動の中核的な役割を担っている社会 社協事務局職員人件費相当の 社協事務局職員人件費相当の 社協事務局職員人件費相当の
福祉協議会の組織強化、運営基盤の安定を図る 補助を行う。 補助を行う。 補助を行う。
べく、社協事務局職員人件費相当の補助を行う。

54,008 9,700 11,077 11,077
0
0
0
0

54,008 9,700 11,077 11,077
7,380 7,380 0 0

0
0
0
0

7,380 7,380
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

社会福祉協議会の事務局職員
人件費（３名分)の補助

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 １法人 １法人 １法人
年 度 達 成 率 76% 0% 0%
全 体 達 成 率 14% 14% 14%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 14% 14%
（継続有り）

第５期計画からの継続 １法人 １法人
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

一 般 財 源 11,077 11,077

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 11,077 11,077

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

社協事務局職員人件費相当の 社協事務局職員人件費相当の
補助を行う。 補助を行う。

事業目標 １法人
町民参加

無
雄武町社会福祉法人の助成に関する条例

町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 組織の安定運営のため一部補助を行う法人数

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 地域福祉活動の活性化

事 業 名 社会福祉協議会補助事業

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 法人
実　　績　　値 1 法人

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 社会福祉協議会補助事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 雄武町社会福祉協議会
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

補助法人数

【抱える課題やニーズは】
急激な高齢化社会にあって、介護や福祉を取り巻く環境は大きく変化しており、住民からの
相談ニーズが多様化している。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

補助法人数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

多様なニーズに対応するため、地域福祉の組織的な担い手である社会福祉協議会におけ
る活動の充実と強化を図る。

達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

地域福祉の課題解決に向けた取り組みを強化することで、誰もが安心して暮らすことので
きる地域福祉を実現する。

達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

補助金の交付 雄武町社会福祉協議会の事務局職員人件費として補助金を交付した。

必要 義務的なもの 行政だけでは解決できない諸問題が近年増え、こうした問題に対
し地域の実情に応じた福祉づくりを進めることを目的とする民間
の自主的組織が社会福祉協議会であり、その活動の充実と強化
のための支援は必要性が高い。

町長評価（三次評価）

Ａ
地域福祉の組織的な担い手
である社会福祉協議会の事
業が計画どおり進められたこ
とで、目標が達成できた。

有効
設定した目標値の達成状況 福祉サービスの円滑な執行のため、事業等の調整を行っている

事務局に対する支援は有効である。

効率的
判断の理由 社会福祉協議会の事務機能が向上し、各種事業が円滑に進める

ことができた。

継続／現状維持

公平
判断の理由 社会福祉協議会の活動は、地域住民全般に対して、福祉向上を

目的としていることから公平である。
社会福祉協議会の組織運営
支援の拡充や各種団体の移
行も含めた中で、組織のより
効果的な運営を進めていくこ
とが必要である。



様式１様式１　　

№ 05020120

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

過ぐる戦争における雄武町戦没者の霊に対し、 献花方式の式典を挙行する。 献花方式の式典を挙行する。 献花方式の式典を挙行する。
追悼の誠を捧げるとともに、平和への誓いを新
たにすることを目的に戦没者追悼式を挙行する。

700 140 140 140
0
0
0
0

700 140 140 140
121 121 0 0

0
0
0
0

121 121
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

雄武町戦没者追悼式にかかる
運営費
出席者　７７名

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 年１回 年１回 年１回
年 度 達 成 率 86% 0% 0%
全 体 達 成 率 17% 17% 17%
備　　 考 　　欄

　特定財源の名称 （実施内容等）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 年１回

後期計画への継続 17% 17%
（継続有り）

年１回
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

（実施内容等）

そ 　の 　他
一 般 財 源

国庫支出金

地　 方 　債

一 般 財 源 140 140

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 140 140

財
源
内
訳

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

道 支 出 金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

献花方式の式典を挙行する。 献花方式の式典を挙行する。

事業目標 年1回
町民参加

無
町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 追悼式の挙行

単位施策

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

地域福祉活動の活性化

事 業 名 雄武町戦没者追悼式

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 回
実　　績　　値 1 回

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 雄武町戦没者追悼式
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

追悼式の開催

【抱える課題やニーズは】
平和と繁栄を築いた先人に対する敬愛の希薄と平和に慣れ、戦争の惨劇を忘れる恐れが
ある。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

追悼式開催回数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

常に平和と繁栄を築いた先人に対する敬愛精神と平和への誓いを新たにする。 達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

先人に対する敬愛と平和が維持される。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

追悼式挙行
雄武町戦没者の霊に対し、追悼の誠を捧げるとともに、平和への誓いを新たにするため、雄武町民センターで戦没者追悼式を挙行し
た。

必要 義務的なもの 平和と繁栄を築いた先人に対する追悼の誠を捧げ、平和への誓
いを新たにすることと併せ、戦争の惨劇を後世に伝えるためにも
必要な事業である。 町長評価（三次評価）

Ａ
戦争の悲惨さを忘れず、恒
久平和を願うためにも、戦没
者追悼式の挙行は必要性が
高い。

有効
設定した目標値の達成状況 追悼式を挙行したことで、平和と繁栄を築いた先人に対する敬愛

及び平和への誓いを新たにすることができた。また、挙行日を終
戦記念日に近い８月最終金曜日とすることで、追悼の心を保ちな
がら式の挙行を行うことができた。

効率的
判断の理由 屋内での挙行としたことで、天候に左右されず、高齢の遺族でも

出席し易くなっている。専用の祭壇を使用し協力人員の抑制と準
備時間の短縮に努めながら、限られた予算で執行できるよう工夫
している。

継続／現状維持

公平
判断の理由 平和は全国民の願いであり、雄武町にゆかりのある戦没者を追

悼する行事であることから公平である。
本町における平和と繁栄を
築いた先人に対する追悼の
誠を捧げ、平和への誓いを
新たにする役割を担ってお
り、引き続き実施すべき事業
である。



様式１様式１　　

№ 05020130

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

地域福祉活動を行う各団体の運営に対し補助する 運営費の補助を行う。 運営費の補助を行う。 運営費の補助を行う。
・民生児童委員協議会 ・民生児童委員協議会 ・民生児童委員協議会

民生児童委員協議会運営補助 　５３千円 　５３千円 　５３千円
・紋別地区保護司会雄武支部 ・紋別地区保護司会雄武支部 ・紋別地区保護司会雄武支部

紋別地区保護司会雄武支部運営補助 　３０千円 　３０千円 　３０千円
・人権擁護委員協議会 ・人権擁護委員協議会 ・人権擁護委員協議会
　１５千円 　１５千円 　１５千円

490 98 98 98
0
0
0
0

490 98 98 98
98 98 0 0
0
0
0
0

98 98
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

地域福祉活動を行う３団体の
円滑な運営に対し補助する。
民生児童委員　２１名

【評　価　・　実　績】 保護司　３名
人権擁護委員　３名

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 ３団体 ３団体 ３団体
年 度 達 成 率 100% 0% 0%
全 体 達 成 率 20% 20% 20%
備　　 考 　　欄

　特定財源の名称 （実施内容等）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 ３団体

後期計画への継続 20% 20%
（継続有り）

３団体
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

（実施内容等）

そ 　の 　他
一 般 財 源

国庫支出金

地　 方 　債

一 般 財 源 98 98

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 98 98

財
源
内
訳

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

道 支 出 金

・紋別地区保護司会雄武支部 ・紋別地区保護司会雄武支部
　３０千円 　３０千円
・人権擁護委員協議会 ・人権擁護委員協議会
　１５千円 　１５千円

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

運営費の補助を行う。 運営費の補助を行う。
・民生児童委員協議会 ・民生児童委員協議会
　５３千円 　５３千円

事業目標 運営費補助団体数
町民参加

無
町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業主体 雄武町
関 係 課

事業指標 各団体の安定運営

社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

地域福祉活動の活性化

事業期間 平成30年度～平成34年度

地域福祉活動運営補助事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

単位施策

基本施策

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

人権擁護委員協議会運営補助

事 業 名



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 3 団体
実　　績　　値 3 団体

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 地域福祉活動運営補助事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 雄武町民生児童委員協議会、紋別地区保護司会雄武支部、雄武町人権擁護委員協議会
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

運営費補助団体数

【抱える課題やニーズは】
急速に社会が変化する中、各団体の活動内容も多岐にわたり、委員の役割が多様化して
いる。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

運営費補助団体数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

各団体の事業運営基盤の強化を図る。 達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

事業運営が町民生活の安心に繋がる。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

補助金の交付 各団体へ運営費の補助金を交付した。

必要 義務的なもの 地域福祉を支える各団体が安定した運営を図るためには、町の
支援が必要である。

町長評価（三次評価）

Ａ
安定的な運営により、団体
の維持、存続を図るために
は、今後も計画どおり事業を
進めることが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 各団体の活発な事業運営の一助となった。

効率的
判断の理由 各団体に対し、必要最小限の助成を行っている。

継続／現状維持

公平
判断の理由 各団体の活動は、地域福祉の向上に寄与していることから、運営

費を補助することは公平である。
各団体が安定した運営を図
り、円滑に事業を進めていく
ためには、継続して事業を実
施していく必要がある。



様式１様式１　　

№ 05020140

2 会 計 区 分 8 介護サービス事業会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

指定管理している特別養護老人ホーム・デイ 指定管理委託料として支援を 指定管理委託料として支援を 指定管理委託料として支援を
サービスセンターの安定運営ために支援を行う。 行う。 行う。 行う。

151,000 35,000 35,000 23,000
0
0
0

151,000 35,000 35,000 23,000
0

36,067 36,067 0 0
0
0
0

36,067 36,067
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

指定管理料支出
超過修繕料支出

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続/現状維持
年 度 目 標 値 １法人 １法人 １法人
年 度 達 成 率 103% 0% 0%
全 体 達 成 率 24% 24% 24%
備　　 考 　　欄

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

事 業 名 社会福祉協議会運営支援事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

単位施策

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

地域福祉活動の活性化

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 指定管理施設の安定運営を目的とした管理委託料の支出

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 １法人
町民参加

無
町民協働

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

指定管理委託料として支援を 指定管理委託料として支援を
行う。 行う。

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

道 支 出 金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 35,000 23,000

財
源
内
訳

地　 方 　債

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他 35,000 23,000

一 般 財 源

国庫支出金

地　 方 　債

一 般 財 源

（実施内容等）

その他

そ 　の 　他

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

　一般会計繰入金

24%
（継続有り）

１法人
（継続有り） 0% 0%

　特定財源の名称 （実施内容等）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 １法人

後期計画への継続 24%



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 法人
実　　績　　値 1 法人

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 介護が必要な高齢者のサービス提供施設の運営支援であること

から、公平である。
施設経営の安定化を図るために
は、計画に基づき一定期間支援し
ていく必要がある。

将来を見据えた経営改善を行い、
施設経営を安定化させるために
は、今後も計画どおり事業を進め
ることが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 指定管理者である社会福祉協議会において、長期的な視点で経

営改善について協議・検討を行っている。また、施設においても、
収入確保や経費節減の努力を図っている。

効率的
判断の理由 指定管理料を運営資金として、施設運営の安定化が図られた。

必要 義務的なもの 施設を円滑に運営していくためには、指定管理者における経営改
善はもとより、町の指導・関与等は必要である。

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

指定管理料の支出 指定管理者である雄武町社会福祉協議会に対し、指定管理料を支出した。

％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

特別養護老人ホーム及びデイサービスセンターの経営の安定化
達　　成　　度 #DIV/0! ％

指定管理委託料の支出

【抱える課題やニーズは】
特別養護老人ホーム及びデイサービスセンターにおける経費等の増加による不安定な経
営

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

法人数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

特別養護老人ホーム及びデイサービスセンターの経営改善 達　　成　　度 100.0

事 業 名 社会福祉協議会運営支援事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 指定管理者（雄武町社会福祉協議会）
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１様式１　　

№ 05020160

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

雄武町共同募金委員会では、毎年12月に歳末 法外援助費を支出する。 法外援助費を支出する。 法外援助費を支出する。
たすけあい運動を実施し、独居老人世帯、在宅
障害者等を対象に明るく楽しい正月を迎えられ
るよう、歳末見舞金を支給しており、雄武町も歳
末見舞金の一部を支援する。

400 80 80 80
0
0
0
0

400 80 80 80
33 33 0 0
0
0
0
0

33 33
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

低所得世帯等を対象に行って
いる共同募金事業「歳末たす
けあい運動」に町が義援金の

【評　価　・　実　績】 一部を支援する。
支給対象　15件

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続/現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 41% 0% 0%
全 体 達 成 率 8% 8% 8%
備　　 考 　　欄（継続有り）

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続 8% 8%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 100% 100%

一 般 財 源

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他

道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源 80 80

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 80 80

財
源
内
訳

国庫支出金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

法外援助費を支出する。 法外援助費を支出する。

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 100%
町民参加

無

全対象世帯への扶助率

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度

町民協働

単位施策

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

地域福祉活動の活性化

事 業 名 法外援助扶助事業



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 法外援助扶助事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 低所得者等
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

歳末見舞金の対象世帯への扶助率

【抱える課題やニーズは】 社会的弱者が地域で安心して暮らせるよう総合的な支援が求められている。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

支給件数（15件）／
支給対象件数（15件）
＝扶助率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
低所得世帯等における生活保障を補う貴重な援助となっており、自立更生に努めている低
所得世帯等への激励を行うとともに福祉の向上を図る。

達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

低所得世帯等の生活の安定化が図られると共に自立更生に貢献する。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

歳末見舞金の支援 義援金収入を控除し、雄武町社会福祉協議会との折半による負担

必要 義務的なもの 12月(歳末)において町民に安定した生活を送ってもらうため、雄
武町共同募金委員会が展開する「歳末たすけあい運動」へ見舞
金の一部を支援する必要性は高い。 町長評価（三次評価）

Ａ
働くことができない町民や低
所得世帯等へ見舞金の支給
は重要であり、町民の生活
及び福祉の向上を図るうえ
でも、計画どおり事業を進め
ることが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 当該事業を実施したことで、12月(歳末)における低所得世帯等の

生活に支障を来さなかった。

効率的
判断の理由 平成18年度まで、定額で支給してきたが、平成19年度から、雄武

町社会福祉協議会との折半による負担としている。

継続／現状維持

公平
判断の理由 安定した生活確保のための見舞金である。 12月(歳末)における町民の

安定した生活を送るための
措置として町の支援は必要
性が高く、低所得世帯等の
自立支援を促進するため、
継続維持が適当である。



様式１様式１　　

№ 05020171

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

11 建設水道課（建築）
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

1 ハード事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

青葉福祉館屋根修繕工事 御西福祉館暖房器購入

1,302 808 494 0
0
0
0
0

1,302 808 494
1,248 1,248 0 0

0
0
0
0

1,248 1,248
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

青葉福祉館屋根修繕工事
御西福祉館ストーブ購入

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続/現状維持
年 度 目 標 値 整備2件
年 度 達 成 率 154% 0% #DIV/0!
全 体 達 成 率 96% 96% 96%
備　　 考 　　欄

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 地域福祉活動の活性化

事 業 名 福祉施設等整備事業

事業期間 平成30年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 適正な施設管理
事業目標 改修施設数
町民参加

無
町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続
（継続有り） #DIV/0! #DIV/0!

後期計画への継続 96% 96%
（継続有り）

福祉施設の適正な管理運営を行うため、必要な
改修・更新を行う。



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 2 施設
実　　績　　値 2 施設

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 福祉施設等整備事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 地域住民等の活動拠点施設
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

改修施設数

【抱える課題やニーズは】 施設及び備品の老朽化。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

改修施設数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

活動拠点の整備、施設の延命化。 達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

地域住民活動の拠点施設を整備することにより利便性が向上するとともに地域住民の社
会参加、生きがい活動が促進される。

達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

各施設の整備調査 所管する施設の不具合箇所について定期的に点検を行った。

各施設の改修及び設備更新 調査で発見した青葉福祉館の屋根修繕、御西福祉館のストーブ更新を行った。

毎年の整備調査により、深刻な改修に至らずに済んだ。

必要 義務的なもの 地域住民の社会参加、生きがい活動の促進を図るため、拠点施
設の整備は必要性が高い。

町長評価（三次評価）

Ａ
地域住民が安心して施設を
利用できるよう計画的どおり
の整備が図られた。

有効
設定した目標値の達成状況 施設の整備調査したことで地域住民の活動拠点の整備と施設の

延命化が図られた。

効率的
判断の理由

継続／現状維持

公平
判断の理由 各施設は地域住民が広く利用できる施設であり、その整備、改修

を行うことは公平である。
地域住民が安心して施設を
利用できるように、各施設に
て定期的に調査を行い、計
画どおり事業を進めることが
適当である。



様式１様式１　　

№ 05020180

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
2

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 無
関 係 個 別 計 画 名 無

292 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

障害やその心配のある子どもを対象に早期発見 西紋地区療育センターへ負担 西紋地区療育センターへ負担 西紋地区療育センターへ負担
と療育、各種相談等を行い、子どもとその家族を 金を支出する。 金を支出する。 金を支出する。
支援する専門機関である西紋地区療育センター 西紋地域発達支援センターへ 西紋地域発達支援センターへ 西紋地域発達支援センターへ
と発達障害のある子どもの支援を目的とする西 負担金を支出する。 負担金を支出する。 負担金を支出する。
紋地域発達支援センターに対し、西紋５市町村
において運営費用を負担する。

47,530 25,830 4,600 5,700
0
0

21,300 21,300
0

26,230 4,530 4,600 5,700
22,328 22,328 0 0

0
0

18,200 18,200
0

4,128 4,128
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・西紋地区療育センター及び西
　紋地域発達支援センターに対
　する運営負担金

【評　価　・　実　績】 ・西紋地区療育センター移転改
　築費に対する負担金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 １施設 １施設 １施設
年 度 達 成 率 86% 0% 0%
全 体 達 成 率 47% 47% 47%
備　　 考 　　欄

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 発達支援の強化

事 業 名 西紋地区療育センター・西紋地域発達支援センター運営事業

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 センターの安定運営のための負担金の支出を行う施設数
事業目標 １施設
町民参加

無
町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

西紋地区療育センターへ負担 西紋地区療育センターへ負担
金を支出する。 金を支出する。
西紋地域発達支援センターへ 西紋地域発達支援センターへ
負担金を支出する。 負担金を支出する。

一 般 財 源 5,700 5,700

道 支 出 金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 5,700 5,700

財
源
内
訳

国庫支出金

そ 　の 　他

そ 　の 　他
一 般 財 源

地　 方 　債

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 １施設 １施設

　過疎対策事業債
地方債

47% 47%

（実施内容等）

（継続有り）

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等）

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

また、老朽化した療育センターは、平成３１年度
からの供用開始に向け、平成３０年度に移転改
築を行うため、当該費用の一部を負担する。



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 施設
実　　績　　値 1 施設

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 西紋地区療育センター・西紋地域発達支援センター運営事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 町民
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

施設数

【抱える課題やニーズは】
障がいやその心配のある子どもの早期の適切な対応が求められるが、専門施設の単独設
置が困難である。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

施設数
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

広域で施設運営を行い、早期発見と早期治療による子どもの健全育成と福祉の増進を図
る。

達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

障がいやその心配のある子どもの早期治療を目指す。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

運営費の負担 西紋５市町村において、西紋地区療育センター及び西紋地域発達支援センターの運営費を負担した。

移転改築費の負担 西紋５市町村において、西紋地区療育センターの移転改築費を一部負担し、老朽化した施設の移転改築を行った。

必要 義務的なもの 障がいやその心配のある子どもを対象に早期発見と早期治療、
各種療育相談等を行い、子どもとその家庭を支援する専門機関
へ運営費を西紋地区５市町村で負担しており、その必要性は高
い。

町長評価（三次評価）

Ａ
障がい者やその心配のある
子どもと家族にとって両セン
ターの必要性は高く、計画ど
おり事業を進めることが適当
である。

有効
設定した目標値の達成状況 当該事業を実施したことで、障がいやその心配のある子どもと家

族に対し、精神的な余裕や安心を育み、家族からの相談に対して
も支障を来さなかった。また、新たな施設の移転改築により、施設
と支援のさらなる充実が期待できる。

効率的
判断の理由 負担金については、西紋地区５市町村における均等割と利用割

により算定しているため、各市町村の事業費抑制にもつながって
おり、広域での取組により効率的に実施している。

継続／現状維持

公平
判断の理由 障がいやその心配のある児童の早期発見、早期治療をするため

の運営費を５市町村で負担しているので公平である。
早期療育と障がい者支援の
充実という役割を担い、近隣
自治体との関係からも継続
実施が適当である。なお、移
転改築費の負担金について
は、平成３０年度で終了し
た。



様式１様式１　　

№ 05020190

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
3

政 策 事 務 分 類 2 単独自治事務（個別計画）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
6 地域包括支援センター

#N/A
ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区

分
2 ソフト事業

関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

293 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

障がい者等が自立した日常生活又は社会生活 ・手話通訳者派遣事業 ・手話通訳者派遣事業 ・手話通訳者派遣事業

を営むことができるための支援を行い、障がい ・障害者等日常生活用具給付事業 ・障害者等日常生活用具給付事業 ・障害者等日常生活用具給付事業

者等の福祉の増進を図る。 ・障害者等移動支援事業 ・障害者等移動支援事業 ・障害者等移動支援事業
・地域活動支援センター事業 ・地域活動支援センター事業 ・地域活動支援センター事業
・障害者等日中一時支援事業 ・障害者等日中一時支援事業 ・障害者等日中一時支援事業
・障害者等生活サポート事業 ・障害者等生活サポート事業 ・障害者等生活サポート事業
・障害者等更正訓練費給付事業 ・障害者等更正訓練費給付事業 ・障害者等更正訓練費給付事業
・障害者自動車運転免許取得助成 ・障害者自動車運転免許取得助成 ・障害者自動車運転免許取得助成
・障害者自動車改造助成 ・障害者自動車改造助成 ・障害者自動車改造助成
・成年後見制度利用支援事業 ・成年後見制度利用支援事業 ・成年後見制度利用支援事業

23,470 5,070 4,600 4,600
4,131 931 800 800
2,065 465 400 400

0
0

17,274 3,674 3,400 3,400
4,022 4,022 0 0
1,182 1,182

708 708
0
0

2,132 2,132
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
・障害者等日常生活用具給付事業

・障害者等移動支援事業
・地域活動支援センター事業

【評　価　・　実　績】 ・障害者等日中一時支援事業

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 79% 0% 0%
全 体 達 成 率 17% 17% 17%
備　　 考 　　欄

　特定財源の名称

　援事業補助金

（実施内容等）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 100%

後期計画への継続 17%

道支出金

17%
（継続有り）

100%
（継続有り） 0% 0%

　障害者等地域生活支
　援事業補助金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

　障害者等地域生活支

（実施内容等）

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

国庫支出金 800

地　 方 　債

一 般 財 源 3,400 3,400

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 4,600 4,600

財
源
内
訳

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

800
道 支 出 金 400 400

・成年後見制度利用支援事業 ・成年後見制度利用支援事業

・地域活動支援センター事業 ・地域活動支援センター事業
・障害者等日中一時支援事業 ・障害者等日中一時支援事業
・障害者等生活サポート事業 ・障害者等生活サポート事業
・障害者等更正訓練費給付事業 ・障害者等更正訓練費給付事業
・障害者自動車運転免許取得助成 ・障害者自動車運転免許取得助成
・障害者自動車改造助成 ・障害者自動車改造助成

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

・手話通訳者派遣事業 ・手話通訳者派遣事業
・障害者等日常生活用具給付事業 ・障害者等日常生活用具給付事業
・障害者等移動支援事業 ・障害者等移動支援事業

事業目標 100%
町民参加

無
障害者総合支援法

町民協働 雄武町障がい者計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 全対象者への支援率

単位施策

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

障がい者が活躍できる環境づくり

事 業 名 障がい者等地域生活支援事業（福祉分）

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 障がい者等地域生活支援事業（福祉分）
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 障がい者等
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

対象者への支援率

【抱える課題やニーズは】
障がい者の自立を求める意識が強まる一方で障がい者を取り巻く環境は未整備なことが
多く、改善が求められている。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

支援率
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

自立した日常生活及び社会生活を営むことができるための支援を行う。 達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

障がい者等の自立促進、社会参加が図られる。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

サービスの提供 本町の基準に基づき、各種サービスの提供を行った。

必要 義務的なもの 多くの事業が障害者総合支援法によるサービスの提供であり、障
がい者等に対する福祉増進のために必要である。

町長評価（三次評価）

Ａ

有効
設定した目標値の達成状況 本町の基準に基づき支給量の決定を行うため、適切な支給量の

決定及び障がい福祉の向上が図られている。対象者にとって必
要となる事業を実施している。

効率的
判断の理由 障害者総合支援法に基づく事業であり、事業執行を効率的に行っ

ている。

公平
判断の理由 障害者総合支援法に基づく事業であり、対象者には必要に応じた

サービスを提供しているので公平である。
障害者総合支援法に基づく
事業であり、現状維持が適
当であるが、法改正の動向
を踏まえつつ継続していく必
要がある。

継続／現状維持

障害者総合支援法に基づく
事業であり、障がい者等に
対する福祉増進のため、計
画どおり進めることが適当で
ある。



様式１様式１　　

№ 05020200

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
3

政 策 事 務 分 類 5 法定受託事務
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

293 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

人工透析治療や手術で一定以上の回復が見込 医療費を給付する。 医療費を給付する。 医療費を給付する。
まれる方の医療費の一部を給付する。

47,500 9,500 9,500 9,500
23,725 4,745 4,745 4,745
11,860 2,372 2,372 2,372

0
0

11,915 2,383 2,383 2,383
7,790 7,790 0 0
4,745 4,745
1,960 1,960

0
0

1,085 1,085
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

自立支援医療給付
〈総合的なリハビリテーション医
療である公費負担医療）

【評　価　・　実　績】 ・対象者　21名

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 82% 0% 0%
全 体 達 成 率 16% 16% 16%
備　　 考 　　欄

　特定財源の名称

　負担金

（実施内容等）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 100%

後期計画への継続 16%

道支出金

16%
（継続有り）

100%
（継続有り） 0% 0%

　障害者自立支援医療費
　負担金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

　障害者自立支援医療費

（実施内容等）

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

国庫支出金 4,745

地　 方 　債

一 般 財 源 2,383 2,383

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 9,500 9,500

財
源
内
訳

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

4,745
道 支 出 金 2,372 2,372

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

医療費を給付する。 医療費を給付する。

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 100%
町民参加

無
障害者総合支援法

全対象者への医療給付率

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度

町民協働 雄武町障がい者計画

Ｂ
障がい者が活躍できる環境づくり

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

単位施策

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

事 業 名 自立支援医療（更生医療）給付事業



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 自立支援医療（更生医療）給付事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 障がい者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

全対象者への医療給付率

【抱える課題やニーズは】
障がい者の自立を求める意識が強まる一方で障がい者を取り巻く環境は未整備なことが
多く、改善が求められている。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

給付者数（21名）／
給付対象者数（21名）
＝医療給付率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
身体機能の回復や障がいの軽減に必要な医療費を支援し、日常生活能力の回復、向上を
目指す。

達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

身体機能の回復と障がいの軽減などで、日常生活等の支障が緩和される。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

受給者証の発行 申請を受理、状況に応じて心身障害者総合相談所に判定依頼し、認定者へ受給者証を発行した。

医療費の支払い
医療機関では受給者証所持者の医療費の支払いを窓口で軽減し、その分を支払基金及び国保連合会へ請求、支払基金及び国保連
合会が町へその医療費を請求し、町は支払処理を行った。

必要 義務的なもの 障害者総合支援法により定められており、障がい者の障害状態
改善を図るため必要な医療費を給付し、障がい者の自立した日
常生活及び社会参加が促されることから必要である。 町長評価（三次評価）

Ａ
障がい者への医療支援策と
して確立されており、社会参
加の促進、日常生活の質の
向上が図られていることか
ら、計画どおり事業を進める
ことが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 対象者が医療費の軽減を受けられることで、治療を受けやすくな

り、自立の促進につながっている。

効率的
判断の理由 障害者福祉システムを活用し、事務の効率化を図った。

継続／現状維持

公平
判断の理由 法に基づき指定された医療機関以外は対象とならない場合があ

るが、世帯の所得に応じた負担額が定められていることから公平
である。

障害者総合支援法に基づ
く、自立支援医療の一つとし
て位置づけられている事業
であり、医療の給付を希望す
る障がい者に対し継続して
実施する。



様式１様式１　　

№ 05020210

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
3

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度

担 当 課 5 保健福祉課
6 地域包括支援センター

#N/A
ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区

分
2 ソフト事業

関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

293 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

自立支援介護給付 自立支援介護給付 自立支援介護給付
自立支援訓練等給付 自立支援訓練等給付 自立支援訓練等給付
自立支援特例介護給付 自立支援特例介護給付 自立支援特例介護給付
身体障害者補装具費 身体障害者補装具費 身体障害者補装具費
障害児通所等給付 障害児通所等給付 障害児通所等給付
特例障害児通所等給付 特例障害児通所等給付 特例障害児通所等給付
計画相談支援給付 計画相談支援給付 計画相談支援給付

700,380 137,500 140,720 140,720
350,071 68,631 70,360 70,360
175,035 34,315 35,180 35,180

0
0

175,274 34,554 35,180 35,180
141,966 141,966 0 0
71,209 71,209
35,799 35,799

0
0

34,958 34,958
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

身体・知的・精神障害者及び障
害児の自立を支援するための
サービス利用に対する給付

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ－継続／現状維持
年 度 目 標 値 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 103% 0% 0%
全 体 達 成 率 20% 20% 20%
備　　 考 　　欄

　特定財源の名称

　障害児施設給付費等負担金(案)

（実施内容等）

関
連
事
項

第５期計画からの継続 100%

後期計画への継続 20%

道支出金

20%
（継続有り）

100%
（継続有り） 0% 0%

　障害者自立支援給付費負担金

　障害児施設給付費等負担金(案)

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

　障害者自立支援給付費負担金

（実施内容等）

国庫支出金

そ 　の 　他
一 般 財 源

国庫支出金 70,360

地　 方 　債

一 般 財 源 35,180 35,180

道 支 出 金
国庫支出金

そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 140,720 140,720

財
源
内
訳

地　 方 　債

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

70,360
道 支 出 金 35,180 35,180

身体障害者補装具費 身体障害者補装具費
障害児通所等給付 障害児通所等給付
特例障害児通所等給付 特例障害児通所等給付
計画相談支援給付 計画相談支援給付

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

自立支援介護給付 自立支援介護給付
自立支援訓練等給付 自立支援訓練等給付
自立支援特例介護給付 自立支援特例介護給付

事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 100%
町民参加

無
障害者総合支援法

全利用者への給付率

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度

町民協働 雄武町障がい者計画

Ｂ
障がい者が活躍できる環境づくり

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

単位施策

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度

　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書

障害者及び障害児が、その有する能力及び適性
に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営む
ことができるよう、必要な障害福祉サービスに係
る給付等の支援を行う。　
　

事 業 名 障害者自立支援給付事業

　
　



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
社会福祉係長 前田　忠和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 100 ％
実　　績　　値 100 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 障害者自立支援給付事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 障がい者等
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

全利用者への医療給付率

【抱える課題やニーズは】
障がい者の自立を求める意識が強まる一方で障がい者を取り巻く環境は未整備なことが
多く、改善が求められている。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

給付者数（47名）／
給付対象者数（47名）
＝医療給付率【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
施設に入所している障がい者等が安心して地域で暮らせるとともに障がい者の自立を促進
させる。

達　　成　　度 100.0 ％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

障がいの有無に関わらず、地域でともに暮らせる町づくりの実現
達　　成　　度 #DIV/0! ％

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

障がい福祉サービスの給付
障害支援区分の認定と別に定める支給決定基準に基づき、障がい者が利用する障害福祉サービスの支給決定を行い、利用実績に
基づく給付費を支出した。

必要 義務的なもの 障害者総合支援法に基づく給付は欠かせないもので、町が実施
することは責務である。

町長評価（三次評価）

Ａ
障害福祉サービスを必要と
する障がい者にとって、給付
費の支出は必要不可欠であ
り、障がい者の生活と福祉
の向上を図るため、事業を
進めることが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 当該事業を実施し、サービス利用者に対する障害福祉サービス

の適正な支給を行うことができた。

効率的
判断の理由 障害者福祉システムを活用し、事務の効率化を図った。

継続／現状維持

公平
判断の理由 障害者総合支援法に基づく給付事業であり、毎年、利用者の所得

状況等を調査し、利用者負担額の見直しを行っていることから公
平である。

障がい者が継続してサービ
スを利用するためには、給付
費の支出は必要であること
から、引き続き、法改正の動
向を踏まえながら取り組んで
いく必要がある。



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030010

2 会 計 区 分 2 国民健康保険事業会計
6
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・特定健診の実施 ・特定健診の実施 ・特定健診の実施
・健診結果に基づき保健指導対象者の選定 ・健診結果に基づき保健指導対象者の選定 ・健診結果に基づき保健指導対象者の選定

・対象者への保健指導 ・対象者への保健指導 ・対象者への保健指導
・保健指導結果に基づく評価の実施 ・保健指導結果に基づく評価の実施 ・保健指導結果に基づく評価の実施

・みなし健診の実施 ・みなし健診の実施 ・みなし健診の実施

17,500 3,500 3,500 3,500
3,500 700 700 700
3,500 700 700 700

0
1,500 300 300 300
9,000 1,800 1,800 1,800
2,158 2,158 0 0

711 711
711 711

0
154 154
582 582

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
・特定健診の実施（受診率２８％）
・健診結果に基づき保健指導対象者
の選定、階層化及び保健指導

【評　価　・　実　績】 ・健診及び保健指導の結果に基づき
評価の実施

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

B-継続/現状維持
年 度 目 標 値 健診受診率の増 健診受診率の増 健診受診率の増
年 度 達 成 率 62% 0% 0%
全 体 達 成 率 12% 12% 12%
備　　 考 　　欄

12%
0%

3,500

※事務事業評価結果

1,800
0

・みなし健診の実施

700

後期計画への継続

※事務事業評価結果

健診受診率の増
0%

12%

健診受診率の増

700

財
源
内
訳

【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～

雄武町

・特定健診の実施

政策目標

第５期計画からの継続

関 係 課

保健・医療の充実
疾病の予防と健康の増進

特定健診・特定保健指導事業

平成30年度～平成34年度

事 業 優 先 度
基本施策

単位施策

関
連
事
項

実
績
事
業
費

事業期間
事業主体

事 業 名

（継続有り）

（継続有り）

事業指標
事業目標

特定健診受診率、特定保健指導実施率、メタボリックシンドローム該当者・予備群の減少率

無

特定健診受診率60％、特定保健指導実施率60％、メタボリックシンドローム該当者・予備群の25％減

町民参加
町民協働

全　　　体　　　計　　　画
事　　　業　　　内　　　容

地　 方 　債
道 支 出 金

そ 　の 　他

・特定健診等国庫負担金
・特定健診等道費負担金
・受診者負担金

一 般 財 源
（実施内容等）

3,500
700

0

300

・特定健診の実施

平成　３２　年度
事  業  内  容

【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

平成32年度

Ａ

高齢者の医療の確保に関する法律
特定健康診査・特定保健指導実施計画

平成　３４　年度
事　業　内　容

（実施内容等）

事　　業　　費　（千円）
1,800

財
源
内
訳

一 般 財 源

国庫支出金

　特定財源の名称

地　 方 　債
そ 　の 　他

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○雄武町国民健康保険加入の40歳から74歳まで

道 支 出 金

300

・健診結果に基づき保健指導対象者の選定

・対象者への保健指導 ・対象者への保健指導
・保健指導結果に基づく評価の実施 ・保健指導結果に基づく評価の実施

・みなし健診の実施

・健診結果に基づき保健指導対象者の選定

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円）
国庫支出金 700

　の被保険者を対象に、生活習慣病に主眼を置い
　た特定健康診査を実施し、生活習慣病のリスク
　がある者に対し、特定保健指導を実施する。



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 30 ％
実　　績　　値 28 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 40 ％
実　　績　　値 55.6 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 特定健診・特定保健指導事業
評価者　作成者　職氏名

特定健診における受診勧奨を広く行うことで、生活習慣病と特定健診の役割や重要性を周
知し、受診率の向上を図る。

達　　成　　度 93.3 ％

特定保健指導実施率

評価者　管理職　職氏名

【誰、何が（対象）】 雄武町国民健康保険被保険者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

令和４年度までに特定健診受診率及び特定保健指導率60％

【抱える課題やニーズは】
特定健診は、生活習慣病の早期発見、治療、予防に大きな役割を担っているが、国が示す
受診率の目標値を満たしていないため、受診率の向上を目指し、重症化予防及び医療費
の抑制を図る。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

特定健診受診率
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

特定健診受診者の内臓脂肪症候群該当者及び予備群の減少等の重症化予防を図ること
で、町民の健康を増進し、医療費を抑制する。

達　　成　　度 139.0 ％

受診券発行、みなし健診の実施 特定健診対象者に対し、健診受診を促すため、年２回の受診券交付を行った。医療機関と連携のもと、通年、みなし健診を実施した。
【内容（どのような手段で何を
行ったか】

町広報誌及び新聞折込みチラシ等による周知
年間の特定健診に係るチラシを町広報誌に折り込みするほか、健診の受付開始に合わせ、随時町広報誌及び新聞折り込みにて周知
を行った。また、町内の各医療機関等においてポスターによる周知を図った。

健診及び保健指導の実施
年７回（９日）の集団健診及び個別健診を予定し、６回（８日）実施した。健診結果から支援が必要と判断される受診者に対し、６か月を
基準期間とした保健指導を実施した。

必要 義務的なもの 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき本事業の実施が義
務化されており、町民の健康管理のみならず、医療費適正化事業
の根幹として継続的実施が必要である。 町長評価（三次評価）

Ｂ
受診率については、目標値を満た
していないものの、集団健診の日
程調整やみなし健診など受診し
やすい環境づくりによって、前年
度の受診率を上回っており、保健
指導率においても、目標値を満た
していることから、健診受診者に
対する重症化予防につながるも
のである。

概ね有効
設定した目標値の達成状況 健診受診率については、目標値に達していないが、保健指導率

については、目標値を上回っており、町民（被保険者）の健康の維
持・増進が図られている。

効率的
判断の理由 集団健診の日程調整やみなし健診の受診勧奨などにより、受診

しやすい仕組みづくりに努めた。
また、後期高齢者健診の実施に合わせ、特定健診を実施すること
により、事業費の抑制や事務作業の軽減が図られた。

継続／現状維持

公平
判断の理由 健康診査を受ける際は、料金の一部（定額）を本人負担としてい

る。（負担金徴収）
引き続き、チラシ折込み等に
よる受診勧奨や個別通知を
行うほか、みなし健診の実施
医療機関を増やすなど、潜
在的な保健指導対象者を把
握し、必要な保健指導が受
けられるように進める。



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030020

2 会 計 区 分 2 国民健康保険事業会計
6
1

政 策 事 務 分 類 2 単独自治事務（個別計画）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名 有

261 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・国保被保険者における特定健 ・国保被保険者における特定健 ・国保被保険者における特定健
　診項目以外の詳細な健診実施 　診項目以外の詳細な健診実施 　診項目以外の詳細な健診実施
　及び二次健診実施 　及び二次健診実施 　及び二次健診実施
・特定保健指導の対象者以外に ・特定保健指導の対象者以外に ・特定保健指導の対象者以外に
　おいて、保健指導の必要のあ 　おいて、保健指導の必要のあ 　おいて、保健指導の必要のあ
　る者への保健指導実施及び受 　る者への保健指導実施及び受 　る者への保健指導実施及び受
　診勧奨の実施 　診勧奨の実施 　診勧奨の実施

　賃金、旅費、需用費、役務費 　賃金、旅費、需用費、役務費 　賃金、旅費、需用費、役務費
　委託料 　委託料 　委託料

11,000 2,200 2,200 2,200
3,250 650 650 650

0
0
0

7,750 1,550 1,550 1,550
1,270 1,270 0 0

360 360
0
0
0

910 910
（実施内容等） （実施内容等）

詳細な健診受診者　　261人
歯科に係る保健事業の実施
データヘルス計画の策定

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/拡充
年 度 目 標 値 50% 50% 50%
年 度 達 成 率 58% 0% 0%
全 体 達 成 率 12% 12% 12%
備　　 考 　　欄

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 保健・医療の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 疾病の予防と健康の増進

事 業 名 国民健康保険保健事業
平成32年度

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 疾病予防、医療費の抑制を目的とした保健指導の実施率
事業目標 50%
町民参加

無
町民協働 特定健康診査・特定保健指導実施計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

・国保被保険者における特定健 ・国保被保険者における特定健

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 2,200 2,200

財
源
内
訳

国庫支出金 650 650
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源 1,550 1,550

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

・国保特別調整交付金

※事務事業評価結果

12% 12%
（継続有り）

関
連
事
項

第５期計画からの継続

0%

　診項目以外の詳細な健診実施
　及び二次健診実施
特定保健指導の対象者以外に

50% 50%

※事務事業評価結果

　詳細な健診の実施及び対象者への二次健診
　実施
○特定保健指導の対象者以外において、保健
　指導の必要のある者への保健指導実施及び
　受診勧奨の実施 　る者への保健指導実施及び受

　診項目以外の詳細な健診実施
　及び二次健診実施
特定保健指導の対象者以外に

　る者への保健指導実施及び受
　おいて、保健指導の必要のあ 　おいて、保健指導の必要のあ

　・メタボリックシンドローム非該当であるが、血圧、 　診勧奨の実施 　診勧奨の実施

　・健診結果異常に伴う受診勧奨

　・健診結果異常に伴う治療中であるのに、結果　 　賃金、旅費、需用費、役務費 　賃金、旅費、需用費、役務費
　が引き続き受診勧奨域にある者 　委託料 　委託料

　血糖値等が指導対象域にある者

（継続有り） 0%
後期計画への継続

○国保被保険者における特定健診項目以外の



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 50 ％
実　　績　　値 55 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 50 ％
実　　績　　値 61 ％

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

評価者　管理職　職氏名
事 業 名 国民健康保険保健事業

評価者　作成者　職氏名

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

保健指導率
【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

内臓脂肪症候群該当者及び予備群の減少 達　　成　　度 110.0 ％

受診勧奨実施率

特定健診の結果、特定保健指導域まで達しない被保険者に二次検診を行い、実情に合わせた動機付支援等を実施した。
【内容（どのような手段で何を
行ったか】

特定健診（町独自項目）の実施 特定健診（集団・個別）の基本項目以外に町独自項目を実施した。

【誰、何が（対象）】 雄武町国民健康保険被保険者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

（特定保健指導対象外）
保健指導率及び受診勧奨実施率５０％

【抱える課題やニーズは】
特定健診の特定保健指導の対象外となった方（予備群）に対する生活習慣病の早期発
見、早期予防対策の支援等

町長評価（三次評価）

Ａ

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

重症化の予防と医療費の抑制
達　　成　　度 122.0 ％

二次検診の実施

生活習慣病予防の重要性を被保険者に広く周知することができ、
目標値を上回ることができた。今後も引き続き事業を進めることに
より、期待する効果が得られる。

効率的
判断の理由 費用対効果の面で、将来的な医療費の抑制幅が挙げられるが、

結果が出るまでには時間を要するため、中長期的に評価する必
要がある。また、保健指導の対象範囲に低年齢層を加えるなど、
低コストで効果発揮する取組メニューを実践した。

歯科に係る保健指導の実施
早期からの口腔内の健康を促すため、学童期（小学１年生～６年生）とその保護者を対象に、保健師と歯科衛生士が共同のもと、保健
指導を実施した。

必要 義務的なもの 　特定健康診査等実施計画の目標値である「令和５年度までにメ
タボリックシンドローム該当者及び予備群の２５％減（平成３０年
度比）」を実現するため、また、町民の健康管理と本事業を通じ
て、医療費の抑制が期待できることから必要である。

公平
判断の理由 全被保険者を対象に事業を実施している。 町民の健康を増進し、医療

費を抑制するためには、引き
続き事業の実施は必要であ
る。

継続／現状維持

特定健診事業の補完事業と
しての役割を果たしており、
目標が達成されたことから、
今後も計画どおり事業を進
めることが適当である。

有効
設定した目標値の達成状況



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030030

2 会 計 区 分 7 介護保険事業会計
7
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

6 地域包括支援センター
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

271 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

○介護予防・日常生活支援総合 ○介護予防・日常生活支援総合 ○介護予防・日常生活支援総合
　事業 　事業 　事業
　・介護予防・生活支援サービス 　・介護予防・生活支援サービス 　・介護予防・生活支援サービス
　・介護予防ケアマネジメント事業 　・介護予防ケアマネジメント事業 　・介護予防ケアマネジメント事業
　・一般介護予防事業 　・一般介護予防事業 　・一般介護予防事業
○包括的支援事業 ○包括的支援事業 ○包括的支援事業
　・総合相談、権利擁護 　・総合相談、権利擁護 　・総合相談、権利擁護
　・在宅医療・介護連携推進事業 　・在宅医療・介護連携推進事業 　・在宅医療・介護連携推進事業
　・生活支援体制整備事業 　・生活支援体制整備事業 　・生活支援体制整備事業
　・認知症総合支援事業 　・認知症総合支援事業 　・認知症総合支援事業
　・地域ケア会議推進事業 　・地域ケア会議推進事業 　・地域ケア会議推進事業
○任意事業 ○任意事業 ○任意事業
　・家族介護用品支給事業 　・家族介護用品支給事業 　・家族介護用品支給事業
　・給付費適正化事業 　・給付費適正化事業 　・給付費適正化事業

100,000 20,000 20,000 20,000
30,950 6,190 6,190 6,190
15,480 3,096 3,096 3,096

0
31,570 6,314 6,314 6,314
22,000 4,400 4,400 4,400
17,704 17,704 0 0
5,923 5,923
2,789 2,789

0
5,984 5,984
3,008 3,008

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・訪問型、通所型サービス
・短期集中予防サービス
利用者延べ　228名

【評　価　・　実　績】 ・家族介護用品支給事業
利用者延べ 　68名
・介護給付費適正化事業
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/拡充
年 度 目 標 値 19.5 19.5 20.0
年 度 達 成 率 89% 0% 0%
全 体 達 成 率 18% 18% 18%
備　　 考 　　欄

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 安心して暮らせる環境づくり

事 業 名 地域支援事業

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 要介護・要支援認定率
事業目標 北海道平均を超過しないこと
町民参加

有
雄武町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱、雄武町家族介護用品支給事業施行規則

町民協働 雄武町高齢者保健福祉計画・雄武町介護保険事業計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○介護予防・日常生活支援総合 ○介護予防・日常生活支援総合
　事業 　事業
　・介護予防・生活支援サービス

　・生活支援体制整備事業

　・地域ケア会議推進事業 　・地域ケア会議推進事業

○包括的支援事業
　・総合相談、権利擁護
　・在宅医療・介護連携推進事業

　・認知症総合支援事業

○任意事業 ○任意事業
　・家族介護用品支給事業 　・家族介護用品支給事業
　・給付費適正化事業 　・給付費適正化事業

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 20,000 20,000

財
源
内
訳

国庫支出金 6,190 6,190
道 支 出 金 3,096 3,096
地　 方 　債
そ 　の 　他 6,314 6,314
一 般 財 源 4,400 4,400

0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0

国庫支出金
・地域支援事業国庫交付金

道支出金
・地域支援事業道交付金
その他
・地域支援事業交付金

第５期計画からの継続 20.0 20.5

・地域支援事業繰入金 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

（継続有り） 0% 0%
後期計画への継続 18% 18%

　日常生活を営むことができるよう支援する。

○包括的支援事業

　・介護予防・生活支援サービス
　・介護予防ケアマネジメント事業 　・介護予防ケアマネジメント事業
　・一般介護予防事業 　・一般介護予防事業

　・総合相談、権利擁護
　・在宅医療・介護連携推進事業
　・生活支援体制整備事業
　・認知症総合支援事業

（継続有り）

○被保険者が要介護状態・要支援状態となること
　を予防するとともに、要介護状態等となった場合
　においても、可能な限り、地域において自立した



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 200 名
実　　績　　値 228 名

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 68 名
実　　績　　値 68 名

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 地域支援事業
評価者　作成者　職氏名

多様な生活支援ニーズに対応するためのサービスを実施するとともに、介護者の負担軽減
を図り、家族とともに生活できる地域を目指す。

達　　成　　度 114.0 ％

家族介護用品支給
延べ利用者数

評価者　管理職　職氏名

【誰、何が（対象）】 65歳以上の高齢者及び要支援者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

事業利用者数

【抱える課題やニーズは】 自立促進や重症化予防の推進、介護者の経済的負担の軽減
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

短期集中予防サービス利
用者数
（目標値　年２００名）【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

住み慣れた地域でいつまでも心身ともに健やかに暮らし続けられる町
達　　成　　度 100.0 ％

家族介護用品支給 対象者からの申請に基づき、給付券を交付し、指定店からの請求により、給付費を支出した。
【内容（どのような手段で何を
行ったか】

短期集中予防サービス 要支援者または基本チェックリストによる事業対象者に運動機能向上を主体としたサービスの実施。

介護給付費適正化事業 年４回３ヵ月分の介護給付費の明細を被保険者に送付し、被保険者及び介護者等にサービスの利用状況等を通知する。

必要 義務的なもの 介護保険法に基づき事業実施が義務付けられているため、町が
担う必要がある。また、家族介護用品支給については任意事業で
あるが、在宅介護を支援するためには、町が担う必要がある。 町長評価（三次評価）

Ａ
介護予防事業における効果
は、中長期的に評価する必
要があるが、短期集中予防
サービスや家族介護用品支
給事業ともに目標値を超え
ていることから、閉じこもり防
止や介護者の経済的な負担
軽減が図られている。

有効
設定した目標値の達成状況 平成３０年度から開始した短期集中予防サービスは、運動機能向

上だけでなく、外出機会を得ることで、自立支援につながる社会
参加といった側面もあり、重症化予防だけでなく、生きがい活動支
援としても効果が期待される。

効率的
判断の理由 介護用品支給については、指定店と連絡を密にし、円滑な支給事

務を行った。また、介護給付費通知においては、国保連合会に委
託し作成しており、事業費の抑制に努めている。

継続／現状維持

概ね公平
判断の理由 訪問・通所型サービス事業については、要支援者のほか国の

チェックリストを使用して対象者を決定しており、また、介護用品支
給については、重度の要介護者（４又は５）を介護している方を対
象としているため、公平である。

高齢者支援施策として既存
サービスを継続的に実施す
るほか、サービスの充実を
図るため、新たなサービスの
実施に向け、調査・検討を進
める。



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030050

2 会 計 区 分 1 一般会計
8
3

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 無

283 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

子どもの医療費を助成する。 子どもの医療費を助成する。 子どもの医療費を助成する。

54,250 10,850 10,850 10,850
750 150 150 150

12,875 2,575 2,575 2,575
0

250 50 50 50
40,375 8,075 8,075 8,075
14,477 14,477 0 0

85 85
2,780 2,780

0
82 82

11,530 11,530
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

現物分
・医科　外来 2,136件、入院 82件
・歯科　　420件

【評　価　・　実　績】 ・調剤　1,699件
償還分
窓口償還延件数　447件
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/拡充
年 度 目 標 値 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
年 度 達 成 率 133% 0% 0%
全 体 達 成 率 27% 27% 27%
備　　 考 　　欄

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 子育ち・子育ての充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策 経済的負担の軽減

事 業 名 子ども医療費助成事業

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 医療費助成対象者数
事業目標 全対象者への医療費助成
町民参加

無
雄武町子ども医療費助成に関する条例、雄武町母子保健法施行細則、雄武町養育医療実施要綱

町民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

子どもの医療費を助成する。 子どもの医療費を助成する。

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 10,850 10,850

財
源
内
訳

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

国庫支出金 150 150
道 支 出 金 2,575 2,575

道 支 出 金

地　 方 　債
そ 　の 　他 50 50

一 般 財 源

8,075

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債
そ 　の 　他

　補助金

・高額療養費還付金

・乳幼児等医療給付事業

・養育医療費負担金
その他

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

国庫負担金

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

第５期計画からの継続 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
（継続有り） 0% 0%

後期計画への継続 27% 27%
（継続有り）

○高校卒業年度までの子ども（18歳に達する日
　以後の最初の3月31日までの間にある方）の
　健康保険が適用される医療費について、初診
　時一部負担金を除いた額を助成し、子育て
　家庭への経済負担の軽減を図る。

道支出金
・養育医療費負担金

一 般 財 源 8,075



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 621 名
実　　績　　値 621 名

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1 人
実　　績　　値 1 人

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

事 業 名 子ども医療費助成事業
評価者　作成者　職氏名

経済的負担の軽減を図ることで、安心して子育てができる環境づくりを目指す。 達　　成　　度 100.0 ％

養育医療
医療券交付者数／医療券
交付対象者数
　1名／1名＝100％

評価者　管理職　職氏名

【誰、何が（対象）】
（乳幼児・子ども）満18歳に到達した年以後に最初に到達した3月31日までの子を持つ親
（養育医療）一定の要件に該当し、医師が入院養育を必要と認める子を持つ親

望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）

全対象者に対する受給者証と医療券の交付及び医療費助成

【抱える課題やニーズは】
少子化が進む中、安心して子育てができるよう経済的負担の軽減を図る観点から、医療費
の助成は町民ニーズが高い。

指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

乳幼児・子ども
受給者証交付者数／受給
者交付対象者数
　621／621名＝100％

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

子どもの健康増進とその家族の経済的負担の軽減が図られる。
達　　成　　度 100.0 ％

（乳幼児・子ども）医療費の助成（現物給付、償還給付）
（養育医療）医療費の助成（現物給付）

平成３０年８月診療分から保険適用される医療費は、全て各医療機関の窓口にて、一部負担金が軽減されるよう関係機関と調整を
行ったことにより、補装具等の一部を除いた現物給付化を実施した。

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

（乳幼児・子ども）受給者証の発行
（養育医療）医療券の発行

申請を受理し、認定者へ受給者証または医療券を交付した。

（養育医療）養育医療費負担金の徴収
対象者から所得税額等の階層区分に応じた養育医療費負担金を徴収し、徴収した負担金から初診時一部負担金を除いた金額を子ど
も医療費において助成した。

必要 義務的なもの 国及び北海道の医療費助成制度に町単独の助成策を追加したこ
とにより、子育て支援施策の一つとしても有効であり、町民ニーズ
が高い。 町長評価（三次評価）

Ａ
子育て支援施策の一つとし
て、町民ニーズも高く、子ども
の健康保持と子育て家庭の経
済的負担を軽減するために、
医療機関における窓口負担の
一部無償化を実施したことで、
子どもの健康増進及び経済的
な負担軽が図られている。

有効
設定した目標値の達成状況 子どもの医療受診機会を広げることにより、子どもの健康維持に

寄与し、また、子育て支援施策や少子化対策の一つとしても有効
な事業である。

効率的
判断の理由 福祉医療システムを活用し、受給者証・資格者証の発行等、事務

の効率化を図った。

継続／現状維持

公平
判断の理由 高校卒業までの全ての子どもが医療費の助成を受けることができ

るので、公平である。
疾病の早期診断と早期治療
を促進するとともに、少子化
対策、子育て家庭における
経済的支援を図るため、必
要性の高い事業である。



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030060

2 会 計 区 分 1 一般会計
8
3

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 無

283 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

ひとり親家庭等の医療費を助成 ひとり親家庭等の医療費を助成 ひとり親家庭等の医療費を助成
する。 する。 する。

15,500 3,100 3,100 3,100
0

4,850 970 970 970
0

250 50 50 50
10,400 2,080 2,080 2,080
2,497 2,497 0 0

0
510 510

0
141 141

1,846 1,846
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

ひとり親家庭等医療給付助成
・医科　　外来398件　入院34件
・歯科　　　　　93件

【評　価　・　実　績】 ・調剤　　　　　308件
対象人員　　　105名

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/拡充
年 度 目 標 値 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
年 度 達 成 率 81% 0% 0%
全 体 達 成 率 16% 16% 16%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 16% 16%
（継続有り）

第５期計画からの継続 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

・高額療養費還付金

　給付事業補助金
その他

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

道支出金
・ひとり親家庭等医療

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源 2,080 2,080

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

970
地　 方 　債
そ 　の 　他 50 50

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 3,100 3,100

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金 970

　の場合は自己負担を軽減する。

　経済負担の軽減を図る。
　原則1割の自己負担が生じるが、非課税世帯

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○ひとり親家庭等の親と子の医療費（医療保険 ひとり親家庭等の医療費を助成 ひとり親家庭等の医療費を助成
　適用分の）一部を助成し、ひとり親家庭への する。 する。

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 全対象者の医療受診環境の整備
町民参加

無
雄武町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例

町民協働

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 医療費助成対象者数

事 業 名 ひとり親家庭等医療給付事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 子育ち・子育ての充実
事 業 優 先 度 Ａ

単位施策 経済的負担の軽減



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 105 名
実　　績　　値 105 名

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 必要条件を具備していれば、医療費の助成を受けることができる

ので、公平である。
疾病の早期診断と早期治療
を促進し、ひとり親家庭の保
健の向上と福祉の増進を図
るため、必要性の高い事業
である。

ひとり親家庭における子ども
の健全な育成と経済的な負
担を軽減するために、町独
自分（親分）の医療機関にお
ける窓口負担の一部無償化
を実施したことで、ひとり親
家庭の健康増進及び経済的
な負担軽減が図られている。

有効
設定した目標値の達成状況 対象者の医療費を公費負担することで、ひとり親家庭の経済的支

援及び健康と福祉の増進が図られている。

効率的
判断の理由 福祉医療システムを活用し、受給者証の発行等、事務の効率化

を図った。

必要 義務的なもの ひとり親家庭に対する支援であり、また、北海道医療給付事業の
一つでもあることから、町が担う必要がある。（道内全市町村実
施） 町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

受給者証の発行 申請を受理し、認定者へ受給者証を発行した。

医療費の助成（現物給付、償還給付）
医療機関では受給者証所持者の医療費の支払いを窓口で軽減し、その分を国保連合会へ請求、国保連合会が町へその医療費を請
求し、町は支払処理を行った。町独自分（親分）についても、現物給付化し、経済的な負担軽減を行った。

％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

ひとり親家庭等の医療費の負担軽減、並びに、健康と福祉の維持・増進を図る。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

全対象者に対する受給者証の交付及び医療費助成

【抱える課題やニーズは】 ひとり親家庭が安心して子育てをすることのできる支援策が求められている。
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

受給者証交付者数/受給者
証交付対象者数
105名/105名＝100％【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
離別等により家庭環境が変化したことに伴い、家庭経済面において親子共に医療を受ける
機会が損なわれることのないよう、医療受診環境の整備を図る。

達　　成　　度 100.0

事 業 名 ひとり親家庭等医療給付事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 ひとり親家庭
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030070

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 1 単独自治事務（例規）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

291 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

重度心身障害者の医療費を 重度心身障害者の医療費を 重度心身障害者の医療費を
助成する。 助成する。 助成する。

50,000 10,000 10,000 10,000
0

22,500 4,500 4,500 4,500
0

5,000 1,000 1,000 1,000
22,500 4,500 4,500 4,500
8,831 8,831 0 0

0
3,191 3,191

0
1,831 1,831
3,809 3,809

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

重度身障者医療給付
・医科外来904件・入院117件
・歯科　　　　　　　85件

【評　価　・　実　績】 ・調剤　　　　　　684件
・指定訪問看護　10件
対象人員　　　　92人
※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/拡充
年 度 目 標 値 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
年 度 達 成 率 88% 0% 0%
全 体 達 成 率 18% 18% 18%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 18% 18%
（継続有り）

第５期計画からの継続 全対象者への医療費助成 全対象者への医療費助成
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

・高額療養費還付金

　給付事業補助金
その他

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

道支出金
・重度心身障害者医療

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源 4,500 4,500

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

4,500
地　 方 　債
そ 　の 　他 1,000 1,000

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 10,000 10,000

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金 4,500

　の場合は自己負担を軽減する。

　する。
　原則1割の自己負担が生じるが、非課税世帯

　方、1級の精神障害者手帳を所持する方につ
　いて、医療費（医療保険適用分）の一部を助成

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○身障者手帳を保持する、1級・2級もしく3級の 重度心身障害者の医療費を 重度心身障害者の医療費を
　内臓障害の方、療育手帳を保持するＡ判定の 助成する。 助成する。

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 全対象者の医療受診環境の整備
町民参加

無
雄武町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例

町民協働 雄武町障がい者計画

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 医療費助成対象者数

事 業 名 重度心身障害者医療給付事業

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会福祉の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 地域福祉活動の活性化



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 92 名
実　　績　　値 92 名

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 必要条件を具備していれば、医療費の助成を受けることができる

ので公平である。
疾病の早期診断と早期治療
を促進し、重度の障がい者
の保健の向上と福祉の増進
を図るため、必要性の高い
事業である。

重度の障がい者に対する医
療費軽減は生活と福祉の向
上を図るうえで、計画どおり
事業を進めることが適当であ
る。

有効
設定した目標値の達成状況 対象者の医療費を公費負担することで、重度心身障がい者の医

療受診環境を整備を図る。

効率的
判断の理由 福祉医療システムを活用し、受給者証の発行等、事務の効率化

を図った。

必要 義務的なもの 重度心身障がい者に対する支援であり、また、北海道医療給付
事業の一つでもあることから、町が担う必要がある。（道内全市町
村実施） 町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

受給者証の発行 申請を受理し認定者へ受給者証を発行した。

医療費の助成
医療機関では受給者証所持者の医療費の支払いを窓口で軽減し、その分を国保連合会へ請求、国保連合会が町へその医療費を請
求し、町は支払処理を行った。

％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

重度心身障がい者の医療費の負担軽減、並びに、健康と福祉の維持・増進を図る。
達　　成　　度 #DIV/0! ％

全対象者に対する受給者証の交付及び医療費助成

【抱える課題やニーズは】 重度心身障がい者の健康の保持と福祉の増進
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

受給者証交付者数/受給者
証交付対象者数
92名/92名＝100％【どのような状態になることを

目指したのか(意図)】
健常者より医療受診機会の多い重度心身障がい者に対し医療費の助成を行い、医療を受
ける機会が損なわれることのないよう、医療受診環境の整備を図る。

達　　成　　度 100.0

事 業 名 重度心身障害者医療給付事業
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 重度心身障がい者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030080

2 会 計 区 分 1 一般会計
10
1

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名 無

301 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

療養給付費負担金の支出 療養給付費負担金の支出 療養給付費負担金の支出

H30概算～55,902千円
H29精算～2,159千円

289,351 58,061 55,285 58,651
0
0
0
0

289,351 58,061 55,285 58,651
58,061 58,061 0 0

0
0
0
0

58,061 58,061
（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・療養給付費負担金の支出
広域連合からの請求に基づき
４期で支出

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

Ａ-継続/拡充
年 度 目 標 値 970千円 970千円 970千円
年 度 達 成 率 100% 0% 0%
全 体 達 成 率 20% 20% 20%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 20% 20%
（継続有り）

第５期計画からの継続 970千円 970千円
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源 56,943 60,411

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債
そ 　の 　他

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 56,943 60,411

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

　業療養給付費負担金として支出する。

　る費用の1/12に相当する額を市町村が負担
　することとされているため、後期高齢者医療事　

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○高齢者の医療の確保に関する法律第98条の 療養給付費負担金の支出 療養給付費負担金の支出
　規定に基づき、被保険者の療養の給付に関す

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 1人当たり医療費970千円を超過しないこと
町民参加

無
高齢者の医療の確保に関する法律

町民協働

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町（北海道後期高齢者医療広域連合）

関 係 課
事業指標 医療費増加の抑制を目標とした1人当たりの医療費

事 業 名 後期高齢者医療事業療養給付費負担金

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会保障制度の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 医療保険制度の安定化



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 1084 千円
実　　績　　値 850 千円

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 後期高齢者医療被保険者のみが受益者といえるが、医療保険は

社会全体で支えるしくみとの観点から公平である。
後期高齢者医療制度の健全
運営のため、継続していく必
要がある。

法定の義務的経費であり、
制度を円滑かつ安定的に運
営するためには、事業を進
めることは適当である。

有効
設定した目標値の達成状況 後期高齢者医療被保険者が必要な医療を適切に受けるため、医

療費の一部に充てられることから有効である。

効率的
判断の理由 本負担金は医療費に充てられるため、広域連合とともに健診事業

や保健事業に取り組み、医療費の抑制を図った。

必要 義務的なもの 法定の義務的経費であるため、必要である。

町長評価（三次評価）

Ａ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

負担金支払
北海道後期高齢者医療広域連合からの請求に基づき、後期高齢者医療被保険者の療養給付費の１／１２（町の法定負担分）の支払
いを行った。

％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

上記しくみの維持
達　　成　　度 #DIV/0! ％

1人当たり医療費

【抱える課題やニーズは】 後期高齢者医療制度の円滑運営
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

一人当医療費
(目標値1,084千円を超過し
ないことを目標とする）
※H28道内順位の中間以
上に設定

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

将来にわたり国民皆保険を守り、高齢者の方が安心して医療を受けられるよう創設された
支えあいのしくみ

達　　成　　度 78.4

事 業 名 後期高齢者医療事業療養給付費負担金
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 後期高齢者医療被保険者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）



様式１　　　　　　　　　 　　　　　　　　第 ６ 期  雄武町総合計画  前期実施計画書兼事務事業評価調書 様式１　　

№ 05030090

2 会 計 区 分 1 一般会計
10
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 5 保健福祉課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区
分

2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 有
関 係 個 別 計 画 名

301 平成　３０　年度 平成　３１　年度 平成　３３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

後期高齢者健康診査の受託 後期高齢者健康診査の受託 後期高齢者健康診査の受託

　健診委託料・消耗品費 　健診委託料・消耗品費 　健診委託料・消耗品費

3,850 770 770 770
0
0
0

2,890 578 578 578
960 192 192 192
667 667 0 0

0
0
0

521 521
146 146

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

・後期高齢者医療広域連合か
　らの委託に基づき、後期高齢
　者健診実施（受診率11.3%）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

B-継続/現状維持
年 度 目 標 値 15% 15% 15%
年 度 達 成 率 87% 0% 0%
全 体 達 成 率 17% 17% 17%
備　　 考 　　欄

後期計画への継続 17% 17%
（継続有り）

第５期計画からの継続 15% 15%
（継続有り） 0% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

その他
・受託収入

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源 192 192

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債
そ 　の 　他 578 578

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 770 770

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

　業務を受託実施する。 　健診委託料・消耗品費 　健診委託料・消耗品費計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

○北海道後期高齢者医療広域連合が実施する 後期高齢者健康診査の受託 後期高齢者健康診査の受託
　被保険者に対する健康診査業務及び保健指導

全　　　体　　　計　　　画 平成　３２　年度 平成　３４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 15%
町民参加

無
高齢者の医療の確保に関する法律

町民協働

事業期間 平成30年度～平成34年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 健康診査受診率

事 業 名 後期高齢者健康診査事業受託業務

政策目標 【安心感の持てる福祉のまち・雄武】　 ～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 社会保障制度の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

単位施策 医療保険制度の安定化



様式１保健福祉課長 安井　雅憲
保険給付係長 小俣　博和 平成30年度実施

平成31年度評価
■事務事業の目的・内容（Plan・Do）

① 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 15 ％
実　　績　　値 11.3 ％

② 目　標　年　度 平成30 年度
目　　標　　値 ○○
実　　績　　値 ○○

■事務事業の評価（Check） ■総合評価【Ａ～Ｄ】
（1）事務事業の必要性（町民ニーズ、・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事業を実施しない場合 　Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　等
　　の支障、既存事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 　Ｂ：ほぼ計画どおりに進んでいるが目標を達成していない。事業の進め方に改善が必要　等

　Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　等
　Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　等

必要／概ね必要 全部 自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価）
／課題あり 一部

（2）事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

達成
有効／概ね有効 ほぼ達成
／課題あり 下回る

（3）事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

事業費抑制
人員削減 　今後の展開方向

効率的／概ね効 時間短縮・作業軽減 　　（Action）
率的／課題あり その他

（4）事務事業の公平性

受益者負担がある
受益者負担がない

公平／概ね公平 受益が一部に偏る
／公平でない その他

■その他特記事項（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

※展開方向の区分
　 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更
   ○終了　　　○休止　　　○廃止

継続／現状維持

公平
判断の理由 広域連合から1割分は個人負担とされているが、高齢者であるこ

とや1割分の経費も少額であることから、個人負担を求めず町負
担としている。受診者の選別はしておらず受診の機会は平等であ
るため公平と判断する。

引き続き、集団健診の日程
調整やチラシ折込み等によ
る受診勧奨を行い、受診率
の向上に努めるほか、給付
実績から、定期的な通院をし
ておらず健診を受けていな
い健康状態不明者を把握
し、受診を呼びかける。

受診率目標値に達していな
いものの、道内市町村と比
較して平均以上の受診率を
満たしていることから、町民
（被保険者）の健康維持、増
進が図られている。

概ね有効
設定した目標値の達成状況 目標値には達していないが、道内市町村と比較して平均以上の

受診率を満たしていることから、町民（被保険者）の健康の維持・
増進が図られた。

効率的
判断の理由 集団健診の日程の設定や来庁者への受診勧奨などにより、受診

しやすい仕組みづくりに努めた。また、特定健診の実施に合わ
せ、後期高齢者健診を実施したことにより、事務費や作業等の軽
減が図られた。

必要 義務的なもの 道内全ての市町村が広域連合から事務を受託し、高齢者の疾病
の早期発見と健康の保持増進に努め、医療費の抑制、適正化を
図るための事業であり、本町においても必須事業であり、高齢者
の健康保持と増進のため、継続していく必要がある。

町長評価（三次評価）

Ｂ

【内容（どのような手段で何を
行ったか】

健診実施の周知 広報折込チラシやホームページ等で健診の内容や集団健診の実施日を周知した。また、特定健診と一体的な周知を実施した。

健診の実施 特定健診とあわせて実施。年4回（7日）の集団健診と町契約医療機関での個別健診を実施した。

％

【その結果、どのような成果を
実現したいか】
※成果＝目的

高齢者の健康維持と医療費の抑制
達　　成　　度 #DIV/0! ％

健康診査受診率

【抱える課題やニーズは】 後期高齢者医療制度の円滑運営
指標（指標計算式／解説） 目　標　値　及　び　実　績　値

健康診査受診率
（受診者数÷被保険者数）

【どのような状態になることを
目指したのか(意図)】

健診を実施することで生活習慣病等を軽症のうちに発見し重症化を予防する。 達　　成　　度 75.3

事 業 名 後期高齢者健康診査事業受託業務
評価者　管理職　職氏名
評価者　作成者　職氏名

【誰、何が（対象）】 後期高齢者医療被保険者
望ましい指標（目的達成状況を
最も端的に表す理論上の成果指
標）


